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1．はじめに
　現代においてすぐれて企業活動を展開している企業は，そのほとんどの主要な企業が株式会
社形態をとって発展してきている。資本主義経済体制，市場経済のメカニズムが作動している
この体制において株式会社はその機能をもっとも発揮して発展してきたとみることができるt
それは何故か。企業活動に用いる資金＝資本を少額の額面に分割し，それを証券化し，全く見
ず知らずの人からもその利用することのできる資金を集める方途を備えていたからである，と
いってよい。何かビジネスを起こす，企業を立ち上げる，いつも先立つものば’資金”であった。
それは資本主義成立以来の長い歴史をみても，ほんのごく最近に至るまで，1980年代末から
90年代初めに至る，いわゆる，tバブル”に至るまでは，そうであった，といってよい。だが，
金余りになったといえ，今日とて資金を手にすることは決して容易なことではない，といいた
いo
　勿論株式会社制度そのものは，その成立を1600年代初めのイギリス東インド会社，オラ
ンダ東インド会社に求めても，その後幾度となく手が加えられ，今日に近い企業形態へと展開
してきたとみることができる。だが，終始，変らず株式会社が持つ特徴は，資本の細分化され，
証券化された株式であり，それを全く見ず知らずの人からも集めることのできる手段　とくに
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市場を経て行われることによって大きな発展をみたいということができる。
　だが，果して今日の株式会社はこうした特徴をしっかりと保ち続けながら企業活動を行って
いるのであろうか。現実はどうか。株式会社であることを最小限にとどめつつ，企業独自の道
を求めているのではないのか。また新たな会社法もそうした方向を促進しているのではないの
か。
　今日，この株式会社についてみることのできる主要な見方，法人擬制説，法人実在説あるい
は企業それ自体説とも呼びかえることのできる見方について検討を加え，公刊されている「会
社はこれからどうなるのか」，さらには「会社はだれのものか」と問いかける経済学者，岩井
克人の主張について検討を加えたい。
2．法人実在説
　2006年5月施行の新しい会社法は，その3条に，会社は，法人とする，と会社一般に法人格
を持つことを認めている，法人，法律上の人格を付与するというのは，われわれ人間一般　自
然人に対して，人間が組織した団体，組織体に対しても法律上，その自然人と同等の権利を認
めるとするものである。したがって，われわれが対象とする会社の中でも現代において特徴的
な株式会社について，ここではその法人であること，さらにはその延長線上での法人実在説，
企業それ自体説に及んで検討したい。
　会社は法人である，そのことをさらに一歩進めて法人格をもつ組織を今やはっきりと一個の
社会的実在である，実在であるとみなすとみるのが，ここでの主張にかかわる法人実在説であ
る。20世紀の初頭，1913年にドイツの法学者オットー・フォン・ギールケ（Gierke，　otto　von）
は述べている。「団体人格は，部分の緩和と異なる統一的全体としての人間の団体に存する権
利主体性である。ドイッ法はずっと以前から団体に権利義務を認めていた。それでも長い間，
団体主体性はその具体的な担い手にはめこまれていた。」D勿論，ここでの団体は，人間が社
会生活を営んでいるうえで，多くの人々と相互にいろいろな関係を結ぶ，そのプロセスにおい
て生起する関係，つながり，結びつき，その長短の中でつくり出されてくる人々のまとまりで
あって，それはきわめて広く捉えられているとみてよい。だが，そのプロセス，歴史，結束の
強弱から単なる個人の総和以上の要素が認められる，明らかにそこに別個の統一的意思を形成
する要因をみたとき，その「具体的担い手」にはめこむことのできない，もはや戻すことので
きない主体性を認めた，ということであろう。「…ドイツ中世において，団体統一性がその具体
的な担い手から区別され，独立の人として認められ，扱われることによって形成され続けた」2）
そこで想定されていた団体は，城壁で囲まれた中世都市であり，ギルド，ツンフトの職人組織
であった。勿論教会も入ってくる。しかし，オットー・フォン・ギールケの展開するところ
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をみるかぎり，団体人格は「現実的実在性の法的表現にすぎない」，とする見方は根強いもの
があった，と。改めて，彼はここで言う。「法人は本質上主体として認められた実在的団体統
一性である。団体人格は個別人格のようにその活動からのみ認められうる生活統一性の属性と
して感覚的に認識されうるものではないが，それは個別人格と同様に擬制ではなく，抽象化に
よって取り出された現実内容である。しかし，法がただ外的生活秩序のみを意味する個人と異
なり，団体はその内的生活においても法的秩序に親しむ。なぜならその構成部分が自由な意思
を有する個別存在である社会有機体として，団体は，内的生活が外的生活と同様に人間によっ
て行われる共同存在（Gemeinwesen）」であるから。それゆえに，団体法が社会法として団体
統一性の構造と活動を規定する限り，個人法において全く模範とならない法概念が団体法にお
いて常に現れる。」3）共同存在は，人間相互が結ぶ関係性であり，それを一つの有機体，シス
テムとして，しかも「擬制」ではなく，別個の存在としている点に注目したい，重視したい。「団
体人の成立は」4）とオットー・フォン・ギールケはいうが，今日ならば，組織システム，
そしてわれわれが取り上げる営利組織法人組織株式会社を重ね合わせてみても一向に構わ
ないと思われるが，「場合によっては無意識の意思の経過によって徐々に行われうるが，今日
通常意識的な意思行為に存する社会的な創造行為を前提とする。」5）とみてくれば，ここで明
らかなように，株式会社の創設とて「社会的な創造行為」による団体，組織とみなしてよいだ
ろう。それでも会社法改正前にあっては社団性をもみていた。株式会社の要素に加えていた。
それが形式的要件にすぎなくなって，形骸化したことを受けて，さらに会社が会社をつくる，
つまり株式会社が，株式会社自身が100％出資して新たに株式会社をつくる，こうした現象が
現実にとられていたことから，それに合わせるかのように，法人主体も1名と数えてというべ
きか，「一人会社」の法認に踏み切り，その結果，社団性にこだわらず，要素に加えず，自然
人でさえもが一人で会社を起こす，仮の姿の，使い分けることが可能な株式会社さえつくるこ
ととなってしまった。それは新たに法人擬制の株式会社をつくったとみることもできる。多様
な解釈をつくりあげたことは，かえって使う概念をあいまいにし，混乱を助長したことも否定
できない。
　「創造行為は，法的には，契約あるいはその他の個人的法律的行為としてではなく，構成的
な合同行為あるいは客体行為として表わされる。」6）とみてくれば，株式会社についても，こ
こでの「構成的な合同行為」とみることができよう。こうした関係性の重視をオットー・フォ
ン・ギールケに、はみることができる。団体を，集合体を，組織を単なる個人，自然人の集まり
とみているのでなく，相互に関係し合って結びつくことによって，したがって，その関係を作
り出す目的をもつとみるのが自然であろうが，それが決して単なる集まりでなく，単純な総和
以上のものをもつことに注目し，重視したことである。
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　「団体人（reale　Gesamtperson）の生活秩序は，その（法規あるいは規約に基づく）根本規
範によって法的に定められる。根本規範は法原則に従って社会的実在の構成構成員，組織を
規格化する。それにより団体全体のなかに構成員人格と機関人格がおかれ，全体の統一性とそ
の部分との問の関係が法的関係に高められる。」7）
　人格の与えられた団体組織の在り方については，自然人と同様に，ほぼ同様にというべき
か，法の適用を受ける。生きている人間が，等しくそれを本人が強く意識しているか否かに拘
わらず，社会の約束ごとはこの法律の下におかれることになる。それを踏みはずせば生きてい
る人間でさえも約束違反とでもいうべき，ルール違反をとがめられて問われることになる。そ
れとて責任である。それはお互いに社会生活を営んでいる者同士が，快適に過ごすためのミニ
マムな約束ごと，そのかたまりが法律であるとみるべきであろう。とみてくれば，コンプライ
アンス（法令遵守）とて，決してそれ自体はきびしい約束ごとを求めているとみるよりは，か
なりの共通理解が得られたうえでのミニマムな約束ごとのうえに立っているのではないのか，
と思われる。ここでは注目すべきことはオットー・フォン・ギールケがすでにはっきりと構成
員人格と機関人格とを区別し，捉えていたことである。こうした団体，組織に，その構成員の
個々の人格とは別に機関人格がおかれる，としている。これをわれわれはこうした団体，組織
のもつ「全体の統一性」をつくり出す。その根拠に求めることができよう。さらには踏み込む
「構成員人格あるいは『構成員資格（Mitgliedschaft）』は，法的事実によって取得され，変更
され，失われ，全体に対する一定の個々の権利義務を作り出す特別の状態Zustandigkeitのよ
うに思われる。」8）ここでの構成員人格を，われわれが今日企業と関連づけてみる利害関係者
におきかえてみた場合どうであろうか。あるいはステークホルダーとおきかえてみても果して
どうか。ここでみるかぎり，法的事実を重視しているのであるから，明らかに結びつきの理由
は明示できるものが求められるのではないのか。株主，従業員，政府地方自治体，取引先，
金融機関は，含めていいのであろう。だが，株主と問うてみても，極端な場合で1時間，2時間，
あるいはその日に株主になり，その日に離れていく，ディ・トレダーは明らかに無理があるの
ではないのか。顧客，地域住民とて，買い手であること，周囲に居住していることだけで法的
事実に含んでよいのか。しっかりと法的事実に結びつく行為と思われる要素が顧客との間に取
り交わされているならばそれは十分根拠になりうるであろう。しかしその日に消費されるよ
うな日用品についてまで拡大できるのか。最近よく使われているポイント・カードもやはり根
拠になりうるのか。製造物責任を思えば，法的事実そのものについてももっと広い解釈が求め
られているとみるべきではないのか。それはアスベストによる中皮種の件などについても，周
辺に及んだ”空気”でさえも結びつきの根拠にすでになっているのではないのか。土壌汚染，
水質汚染に結びつく環境問題を思えば広い意味での構成員には入るとみるべきであろう。
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　「機関人格の全体に対する権利義務は，機関が統一的団体生活についての一定の機能を果た
すために資格を与えられている。『権限Kompetenzen』に表わされる。団体人は他の団体人の
構成人あるいは機関人となり，従ってこのことからより上位の有機体による内的生活に対する
影響にも服せしめられうる。すべての下位の団体人は，国家に組み入れられる。しかし，原則
として今日このことによって，その固有の生活の独立性は疑われず，国家的監督のみが（かつ
ての後見人のかわりに）基礎づけられる。」9）こうみてくればここにも明らかに時代は影を落
としている，どんな団体，組織であっても国家の中でのみ機能する，その有機体の一部分，一
組成部分としての存在であって，それは避けがたいというべきか。明らかに国家意識が強く求
められていた，そうした国家体制の下では，むしろ当然のようにして受け入れられていたとみ
るべきであろう。それでもオットー・フォン・ギールケは固有の活動の独立性をみている，原
則として，とか国家的監督の下での基礎づけに，何処までの国家権力の強さをみるか。当時に
あっては強かったとみてしかるべきではないのか。それでも彼はこうした団体に意志を付与す
る機関人格を認めている。こうした機関が「統一的団体生活において一定の機能を果たす」と
みているのであるから，この権限は重いとみるべきであろう。当時のドイッの企業＝株式会社
におきかえてみれば　こうした機関に相応するのは「監査役会」と「取締役会」であろう。そ
れがなお企業群，コンッェルンを形成していたならば，下位に影響を行使することのできる機
関は親会社（Muttergesellschaft）の人事権経営方針，企業戦略のグランド・デザインは，
その支配する下位に属す企業に指示を出すにちがいない。
　「あらゆる団体人は，権利能力を有する。団体人は公的・私的権利義務の主体である。その
私的権利能力は，疑わしい場合には個人と同じである。私的権利能力は財産能力（擬制理論が
受け入れたような）に限定されず，人格権（例えば，住所，氏名，名誉など）も含む。しかし
身体を有する個別存在を前提とする権利は存しない。」10）今日であれば，自然人とのちがいは
この身体にかかわっての選挙権，被選挙権のみか。さらに次のように述べる「団体人は意思能
力と行為能力を有する。統一的団体意思が内的決断に達し，内的決断を外的行為に置き換える
過程は，法原則（例えば議決について，裁判上と裁判外の代理について）によって規定されて
いる。機関がその権限内で根本規範に則した方法によって意欲し，行為することは，法的意味
において法人自体の意思であり，行為である。」IDこのようにみてくれば法人格の与えられた
団体，組織においてその機関による決定こそがその団体組織の意思を決め，行動を動かす，
その関連が明らかになったのではないのか。したがって，そうした団体，組織のめざす目的と
の関連で，その目的を達成することのゆえに意思を一つにし，行動と結びつける決定め場とし
てその「機関」は位置づけられているとみてよい。しかも，この機関での意思形成に加わるメ
ンバーは，ごく自然に受けとめれば，その組織を構成するメンバーであり，自然人であろう。
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そこでは誰かの一方的な意見を受け入れるというよりは，相互に協議し，討議を重ねたうえで
の企業戦略の決定であり，方針の決定であるとみるべきであろう。敢えて，踏み込んでいえば，
なるべく対等な討議を，公平にと心すれば，一つの合議体の中にそのメンバー自身を選び出す
人事権はないことのほうが望ましい。ドップ・マネジメントのリーダーシップを考えたとき，
執行業務とかかわれば，CEOに代表されてという型が多くとられるようだが，それでも機関
中心に，責任についても共同責任でと求められるのではないのか。対外的には明らかに責任と
てその主要な決定を下した機関が負っているとみるべきであろう。
　「団体人格の終了は，その存在要件によって，あるいは自己の行為によって（解散決議）あ
るいは国家的廃止行為によって（特に違法行為に基づく判決によっても）生じうる。」12）株式
会社の場合は，その存在要件の欠如のはっきりした要因は倒産であろう。さらには，他の企業
との合併の結果，一方は消滅することとなるのであって，発展的解消とはいえ，消失する。勿
論，きわめて稀有な例で，自主解散の例をみないわけではない。だが，この法人格を備えた団
体，組織はもし順調に推移すれば長期に，一人の人間の活動期間以上に，寿命以上に，まさに
ゴーイング・コンサーンにもなりうるのである。
　法人，法人格を備えた組織を，したがって株式会社とてその一つであるが，自然人と同様に
一個の社会的に存在する主体とみなす，みなすことにしよう，いやみなしてもよいのではない
のか，とするのが，社会的実在，実在説（realism，　r6alisme，　Realismus）である。法学者はこ
こでみたオットー・フォン・ギールケの説を，その中でも「有機体説」と呼んでいる。13）「人
類の社会生活には，幾多の結合体が存在し，．この結合体は結合された全体のうちに内在する統
一として，一つの統一的全体をなし，「固有の生命」を有する。そして，あたかも，自然人が，
自然的有機体であり，個人意思を有するように，この統一的全体は，一つの「社会的有機体」
（Gesellschaftlicher　Organismus）を構成し，「団体意思」（Gesamtwille）を有する。この社会
的実在について権利義務の主体たる地位を認められたのが法人である」14）ここでのオットー・
フォン・ギールケの唱えた説が法理論として成立した根拠を，一つにはゲルマン法に流れる法
思想に拠っていることを指摘しながらも，思想的にみれば「個人的自由主義の思想に対して根
本的批判」15＞をも説いていたとみている。また川島武宣は，オットー・フォン・ギールケの
説が「法人理論の新しい問題を提起し，株式会社や労働組合等の近代的団体の問題を解く鍵を
探し出そうとした点に特色をもっている」16）としている。
　だが，我妻栄はかつて次のような批判も加えていた。「社会的有機体だとされ，団体意思を
有するとされても，何故に社会的有機体をもって法人となすべきか，何故に団体意思をもって
権利主体となすべきか，という法律論は，解決されない，」17）という。ほぼ同様なことは自然
人のもつ権利義務についてもほこ先を向けるのであって，単純に自然的有機体であるからと
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か，人間は意思を持っているのだからなりうると理解するのでなく，根底には自然法思想が
あって生れてきたものであると説いている。そしてかれが説くところは「…その実在する本
質は何であるかという問題については，まず個人以外に，これと同様に一個独立の社会的作用
を担当することによって，権利能力の主体たるに適する社会的価値を有するもの，と答うべき
である。」18）さらに続けて，「一個独立の社会的作用を担当することのできるためには，その
団体は，これを統一する一定の組織を有し，その財産は，これを管理する組織を備えねばなら
ない。」ここでもみているように彼は，社会的作用や社会的価値にこだわる。その双方が欠く
ことのできない要素であるとみているように思われる。それは社会的関係，結びつき，一つの
まとまりであることを重視していることをみればシステムとおきかえることもできる。勿論
われわれはここでは企業を描き，株式会社をイメージとして結びつけたい。社会的価値は，有
用性であり，おそらくはより厳しくは目的ともかかわって，現実に存在する実態としてその活
動にかかわっているとみるべきであろう。19）
　新しい，明らかにいろいろと検討しなければならない要素を多く含んでいるその会社法で
も，979条から成るそのはじめの部分で，会社は法人とする（第3条）としてその法人格を認
めている。ここでみようとする法人擬制説は，法律との規定は一つの形式的要件，実質的には，
その法人に出資する主体にこそ，主体性，実質面を求め，株式会社の場合，その株主の側に支
配する力，権力をみるのであって，株式会社そのものの歴史をみても，また創業間もない時点
でのその形態　さらには規模の小さい企業であればあるほど，その要素を多くを残している，
持っていることは否定しえないところである。その登録数だけでも100万余活動している会
社数70万余というこの株式会社の総数は，他の国と比較しても異常に多いケースといって
よい。小松章はその著「企業形態論」（第3版）で次のように述べている。「…（会社法）施
行前ですでに100万社を超える株式会社のうち，上場会社はその1％未満の1万社にもみたない。
上場会社の数は近年著しく増加しているが，それでもなお日本の株式会社総数に占めるその割
合はきわめて小さい。というより，正確には，上場会社に比較して株式を公開しない株式会社
の数があまりにも多い，と表現すべきであろう。わが国では，会社法が株式会社をあまねく利
用可能な会社形態として中小事業主にも開放するにいたる遥か以前から，つまり商法が株式会
社をもっぱら大規模事業向けの会社形態として位置づけていた時代から，その商法の理念を無
視するかのように，株式会社形態は，株式を公開する意思のない中小事業主の間にも幅広く採
用されていたのである。」2ω小松章はここではっきりと「株式を公開する意思のない」事業主
にまでも企業形態として好んで選ばれたこと，その理由をはっきりと「節税の手段」として「税
金逃れのために利用され」21）てきたことをみている。全く同感である。この部分をつきつめ
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ていけばおそらく単に法制度の不備不充分にとどまらず，それを許容した監督官庁，政治，
政策，その立法化等，マクロのレベルでの近いところをみただけでも戦後体制そのものの解明
さえをも必要とする作業と思われる。それは単に監督官庁の目こぼし，法制度等の整備の不徹
底にとどまらないと思われる。加えて，大企業と同じ企業形態を採ることによって得た社会的
信用，こうしたあやかりの要素とて無視しえないであろう。この国にあっての企業活動を行う
うえでこうした社会的信用をうる手段は，本社を東京におくこと，さらには土地の高い丸の内
や銀座という地名でさえ信用を供していたとみるべきであろう。信用を得ることとそれは決し
て無縁であるとは思えない。今日ならば，マスコミを使って広告を流すか，名の知れたタレン
トを使うか，いろいろと新しい”方法”は考えているにちがいない。それらは，あくまでも疑
似信用供与の手段でしかない。多くの者はそれが見せかけの信用との区別がつかず，このとこ
ろの多くの詐欺事件が繰り返されているのではないのか。
　「法人成り」n）という言葉は，おそらく業界用語であろう。売上高が一定額以上に及んで，
それが恒常化する，ある程度，それ以上の売上高が見込めると個人事業主がtその分野の指南
役の指示をうけて「株式会社」へと組織変更をする，とみてくれば明らかに合法的な手段を
利用しての節税対策であって，むしろ問うべきは，そうした安易な方法ででも採ることのでき
る株式会社の設立要件にあったことである。戦後の商法でも，（1950年）発起人7人で1株（1円）
で，そして取締役に3人の名を連ねれば株式会社はできた。1981年の商法改正でそれが発起人
7人は変らなかったが1株5万円，35万円で設立できた。それでもたしかにこの7人でさえ全く
の形式的要件であった。その後，1981年の商法改正で最低資本金が1ρ00万円に引き上げられ
た。それとて国会で審議している過程で予定していた2，000万円が下げられての1ρ00万円であ
り，この時，有限会社も300万円としたことであった。しかし，この時に実は発起にさいして
の「1人会社」をも認めたのであって，このことによって「社団性」そのものも否定されたの
である。as）かつて1930年代の初めに，バーリ＝ミーンズは，株式会社は個々人の私企業にた
だ法律の粉飾をほどこしたものではない，と喝破していたのではなかったのか。「実際に，人
は名目的手段としての株式会社を設立することによって，法律上の分身を創り上げることだけ
はできたのである。」24）そしてその分身にとどまっているのが大部分ではないのか。そしてさ
らにバーリ＝ミーンズははっきりという。「株式会社は企業に一つの新しい品質一すなわち多
数から成る所有権一という品質を加えたのである。」as＞全て見ず知らずの人々という多数と付
け加えるべきであろうか。いやしかもここでの人々には法人をも加えることができる，いや今
日では法人格を持たない組合でさえもと補うべきか。ここでの「所有権」については改めて問
うこととするが，バーリニミーンズはこの問題を正面に据えて取り組んだのでもある。26）
　法人擬制説（fictional　theory，　theorie　fictionaire，　Fiktionstheorie）は19世紀の法学者，ザヴィ
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ニー（Friedlich　Karl　von　Savigny）やヴィントシャイト（Bernhard　Windscheid）らが主張し
ているものであって，「彼らは次の点から出発する，すなわち，唯一法律上の主体と呼ぶこと
のできるのは，すなわち人間であって，法主体として法人を想定することは擬制されたもので
ある。」O「｝法学者ザヴィニーのこの説は擬制説の最初であり，代表的論者であった，と。「s）こ
こで知るように法人とは，法律によってのみ成り立つ，擬制された存在，仮の姿，全くの仮の
存在にすぎないと説いた。「この思想は，ローマ法における法人思想を根拠とするものである
が，…近世法が個人意思の絶対的支配の下に反団体思想を強調した時に，極めて適切な役割
を演じた。」と我妻栄は説いている。ここでの後段の指摘に注目したい。個人思想の絶対的支
配は個人主義重視の時代とみてよいであろう。法思想も明らかに歴史を写し出しているとみる
べきではないのか。と比較してみれば今日は明らかに組織の時代，組織の在り方が，どの組
織に，どのように関わるかによって自然人＝個人の在り方を大きく規定しているのではないの
か。若者に「個」の大切さを説く大学がある。これから学び，成長していく若者が個性を大切
にし，いやそれ以上に人間の生命を大切に，おおらかに成長し，十分教育・研究を修得していっ
てくれること決して否定するものではない。だが，社会に放り出されれば，今日何らかの型で
組織の中で生きていくことを，生きていかざろうえないそうした「現実ltに立たされているの
ではないのか。むしろ求められている個は，組織の中で十分能力を発揮することのできる，し
てもらいたい個ではないのか。是非，組織の側こそ「個」を大切にする組織であってほしいと
願う。組織人であるごとを求められているのが現実である。
　「個人以外に原則としてはいかなる団体をも認めず，例外的に認める団体は，主権者の命令
または法律の特許を要するとしたことは，あたかも擬制説の理論と符合するものだからであ
る。果して，擬制説は，当時の法律学界を風靡するにいたった，」29）とみてくれば，人間にか
かわる法律の考え方とていかにおかれている社会経済的状況の下において影響を受けるか，そ
の在り方が法律，ひいては法律の基礎になる人間や社会についての見方，考え方に拠っている
ことを知るというのではないのか。続けて我妻栄も声を大にしていう。「しかし，擬制説の大
前提である，権利義務の主体は自然人たる個人に限るべきものだ，という理論は，少なくとも
今日の法律理論においては，容れられるべきものではない。」30）自然人に限る，とした考え方
は今日の法律理論においてすでに受け入れられる考え方ではないことを，はっきりと拒絶して
いる。それは明らかに時代の，歴史の変化を読みとってのことであろう。人間が生きている，
社会で生活している，それは歴史をさかのぼっても変らない，繰り返してきていることであろ
う。しかし，その在り方は，どう生きるか，どう生活を営んでいるか，どうやってお互いに社
会を形成し合っているのか，その”在り方ttは変化しているとみるべきであろう。すべての自
然人が今日とて権利能力を持つ主体であること，それは変らない。むしろその権利能力を何故
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認めるか，認めているかと問えば，ここで我妻栄はこだわる。それは「同一の社会的作用を
担当し同一の社会的価値を認める場合にも，自然人にこれを認めると同一の標準からそうする
ものである以上，それは，決して，自然人に擬制するものではない。」31＞そしてここではっき
りと述べる。つまり，人類の社会生活においては，団体や目的財団もまた，個人とならんで，
独立の社会的作用を担当するものであること，」32）それが認められるかぎり，敢えて問うこと
ではない，明らかである，と。ここでの社会的作用は，社会において何らかの機能を果たすこ
と，人間相互の結びつきを持つこと，関係性をも含めて解してよいのではないのかと思われる。
「法律が，この作用を是認し，団体の社会的価値を認めて，これを独立の権利義務の主体とす
るのが法人である。」33）以上の展開によってもとられている法人擬制説の拠っている根拠を明
らかにし，すでに今日では法律上の権利主体は自然人に限るものでないこと，法人とて問うこ
とのできる主体になりうることが説かれているとみてよいだろう。同様のことは川島武宣も述
べている。
　だが，今日なお問われなければならないのはより複雑となっている現実にどう対処するかで
ある。すでにみてきたように自然人の明らかに仮の「t衣服”となって，全くの形式的要件にす
ぎない，日本の場合の多くの上場，公開する意図の全くないと思われる株式会社については，
あたかも実在するかのような，ここでの擬制説に立ってみても異論はないと思われる。今日で
は法人が法人を設立する，つまり，株式会社が「一人会社」で株式会社を設立する，あるいは
法人数社で株式会社を設立する，これも可能になった。しかし，それとて実体が問われよう。
全くの名目のみに過ぎない1’ダミー会社”ということも可能。その場合であっても出資側の法
人からの独立性は問われよう。こうした場合には，上場していないケースが多いだけに，その
多くはおそらく，”　z’1人の，法人による，法人のための，擬牲された法人であろう。さらに今日
では経営実体のほとんどないに等しい，資金の”運用”のみのファンド・マネーの存在がある。
今やそうした株式会社が上場する時代である。われわれにはしっかりと現実を捉えることこそ
が何よりも求められているのではないのか，といいたい。真と偽の区別することの難しさが多
くの分野で表出している。それをはっきりと区別して見分けることこそが今日求められている
のではないのか。それはわれわれの分野にあっても同様であろう。それを踏み外してしまった
ならば，ことの本質は見えてこないのではないのか。
3．「会社はこれからどうなるのか」
　岩井克人はその著「会社はだれのものか」の中で次のように述べている。「近代社会の思想
的な起源は人権宣言や独立宣言ですが，その近代社会をこれほどまでに経済的に拡大させた世
俗的な原動力は，資本主義だといっていいと思います。そして，その資本主義をこれだけ巨大
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なものに発展させたのは，なんといっても会社という仕組みです。会社という仕組みは，もち
ろん光の面と闇の面の両方持っていますが，すくなくともそれが資本主義の中核を占めてきた
ことだけは，だれも否定できないはつです。」34）それは私も否定しない。同意したい。しかし，
もう少し厳密に用語を使っていただけるなら，ここでの会社もむしろはっきりと株式会社と使
うべきではないかと思われる。ここでも終始株式会社のことにかかわって語っているのである
から，そうすべきと思われる。社会科学に取り組んでいる者として，しかもタイトルにまで
使って取り上げていることをみれば，やはり誤解を避けるためにも，しかもここで論じる主要
な概念であるところからも望むところ。それに続いて述べる。「その会社という存在は，実は
モノであるのにヒトでもある。という両義的な性質をもった法人です。」35）ここからがとまど
いのはじまるところといってよいのではないのか。敢えて，カタカナを使っての「モノ」と「ヒ
ト」の両義性をこの株式会社は持つという。なるべく素直に聴いていきたい。それでもすでに
ここでの「モノ」からあいまいさは始まっているのではないのか。だが，岩井克人がここで「モ
ノ」として使う根拠を末広厳太郎の「民法」に拠って用いたとしている。それは現代風に言い
換えて「法人とは本来はヒトではないけれども法律上ヒトとして扱われるモノである」と述べ
ている。36）そして，「私は，本当にびっくりしました。」37＞と。この国にあっては株式会社に
ついて「物的会社」という別名が与えられていた。Sachgesellschaftへの直訳に拠ったと思わ
れる。法学者が使用した「モノ」もことによるとここに拠っているのではないのか。私はこれ
が誤訳の始まりだったと思っている。これは合名会社，合資会社にpersonalgesellschaftが使
われ，その訳に「人的会社」が使われ，その対比で，株式会社，有限会社に「物的会社」がこ
の国では使われてきた。いやそれは今日でも散見するところといってよい。前者はその意をと
れば，その会社組織が「人間に信用の基礎をおく会社」であり，他方，ここでの「モノ」とさ
れたのは，むしろ，「資本に信用の基礎をおく会社」と解すべきであろう。誰がその経営に携
わるか，その人に信用の基礎をおくゆえにも，その責任はその人にかかる。勿論あげえた利
益はすべて専有できる，手にできる。だが，責任もその人のすべてにかかっている，という重
い関係がここにあることはみておくべきであろう。それに対して「資本会社」の信用の基礎は，
その資本の多寡であって，それゆえ資本会社はいかにしてその信用を大きくするか，大きくみ
せるか，いや実質的にも大きくすることに努力して信用を求めたのではなかったのか。長く使
われていた公称資本金はその名残といってよい。払込資本金の額の4倍まで，その「授権資本
制度」は，新しい「会社法」でも明らかにこだわっている部分である。
　さらに続く。「つまり，ヒトとモノをきちっと分けたことから出発したはつの近代社会のま
んまん中に，まさにその前提と矛盾するヒトでありかつモノであるという会社が存在し，しか
もその物質的な活動の中心を占めている。これは本当に驚くべきことです。」38）と。いやわれ
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われはそのことにさらに驚くというべきか。何故，あいまいさの残るヒト，モノにこだわった
のか。本人自身も、禅問答のようなもの」39）といっているのであるから，十分よく知ったう
えでと思いたい。この点で前著で次のように述べている。「会社のあり方について説明すると
きに，まず最初に押さえておかなければならないことは，近代の市民社会における一番基本的
な関係，つまりヒトとモノの関係です。ここでいうヒトは，モノを所有する主体です。これに
たいして，モノとは，ヒトによって所有される客体です。簡単に言えば　…ヒトはモノを所
有し，モノはヒトに所有されます。…モノはヒトを所有できませんし，ヒトはモノによって
所有されることはありません。」40）混乱の原因は，いやわれわれにとっては理解しがたい混乱
と受けとめるが，主張している本人にはきわめて明らかなのであろうが，やはり，ここでのモ
ノや所有で説き明かそうとしたことにあるのではないのか。
　「私的所有権制度（私有財産制）とは自分が所有しているモノを全面的に支配する権利をもっ
ているということです。」41）それとて決して否定するつもりはない。その通りだと思う。今で
もそうだと私も思う。何の異論もない。さらにいえば，「企業とは，利潤の追求を目的とした
経済組織のことです。」42）この点についても全く同様。「どころが，その『企業』が『会社』
という形をとるやいなや，ヒトとモノとのあいだの所有関係が，はるかに複雑な様相を帯びて
しまうのです。」43）ここでの『会社』についていろいろな種類があるが，ここでは『株式会社』
について取り上げる，と断っている。44）であるならばなるべく正確にと思えば，終始，株式
会社を使われたらよかったのではないQか。複雑な様相を帯びてしまうといっているが，主張
しているご本人がかえって厄介にしているのではないのか。「法人化された企業のことを『会
社』と呼んでいるようです。」45）一般には法人格をもつ組織といってもいいでしょう。企業の
ことを経済組織と使っているのであるから，ここでも組織あるいは組織体と使われていたらと
思う。混乱が始まるのはこの辺からか。「法人というのは，読んで字のごとく，『法』の上の『人』
のことです。ここで『法の上の』と言っているのは，それは本来はヒトではなく，モノにすぎ
ないということを意味しています。」46）何故ここでモノにこだわるのか，と問いたい。個人商
店のリンゴやミカンやラーメンにも「モノ」を使い，法律上での「人格」を認めた組織に対し
ても「モノ」を使うところにことがらを一層紛らわしくしてしまっているのではないのか。そ
れともすべてをわかったうえで展開しているのであろうか。「法人とは，本来ヒトではないの
に，法律上ヒトとして扱われるモノとして定義されています。ここで重要なことは，どこの法
律の教科書にものっているこのもっとも基本的な定義において，法人がヒトとモノとの二面性
をもっていることが，はっきり示されているということです。法人とは，モノであるのにヒト
であり，ヒトであるのにモノであるという，不思議な存在なのです。」47＞さらに続けて岩井克
人はいう。「会社をヒトとして扱うということは，モノを所有することのできる主体として会
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社を扱うという意味にほかなりません。」48）当然の如く，ここでの所有，「会社資産の所有」
とかかわっていえば，法人擬制説や法人格否認説は問うところではないとみているようにもと
れる。だが，ここで彼は次のように述べる。「株式は，会社資産の所有者ではありません。では，
その株主はいったい何を所有しているのでしょうか？」49）そして岩井克人はいう。「会社の株
主が所有しているのは，その『モノとしての会社』なのです。」50）ここでの「モノとしての会社」
がことがらを複雑にしている原因ではないのか。株式会社である以上，それは不正確むしろ，
はっきりと「資本会社」とすべきではないのか，といいたい。そのあとで次のようにも述べて
いる。「モノとしての会社とは，具体的な形をもったモノではないのです。それは，じつは『株
式』とよばれている抽象的なモノです。株主とは，まさに，言葉の通り，株式の持ち主，すな
わち，株式の所有者にほかなりません」51）果して抽象的なモノといっていいのか。資本金の
細分化された一片を出資証券として，その出資の証しとしての「株式」ではないのか。岩井克
人に聞きたい。株式会社を取り上げながら，資本金のことには全くふれていない。したがって
資本金と株式との関係も出てこない。この方も今回の「会社法」の立法化にかかわった方々と
同様に「一円会社」いや「0円会社」を容認しているのであろうか。さらに株主は法律上の「地
位」52）なのか。経済活動にかかわる企業＝株式会社と株主の関係とて，同様に”経済関係”から，
経済的結びつきをもってこそ生じた関係ではないのか。株主は株式会社が求めている資本金，
それに出資している一員として，関与している関係ではないのか。
　「…株式会社を構成する総会議決権や利益配当請求権や残余財産分配請求権などの権利と
は，会社が法人として所有している会社資産にたいする支配権の具体的な中身にほかならない
のです。それゆえ，株式を所有するということは，その支配権それ自体を所有することに等し
く，さらにそれは，そのような支配権の主体である法人としての会社を，あたかもドレイのよ
うに，モノとして所有していることに等しくなるのです。株式の所有者である株主は会社をモ
ノとして所有していることに等しくなるのです。株式の所有権である株主は会社をモノとして
所有しているというのは，こういう意味なのです。」53）法人格を備えた株式会社，営利社団法
人が持つ権利はたしかにここにみている通りであろう。つけ加えれば，株主代表訴訟の可能な
権利も入ってくるとみるべきであろう。権利ではないが，株式を所有すること，いやそれさえ，
一日のうちに幾度となく「取引”を繰り返す現象が目立つようになると，所有というよりは保
有を使いたいし，さらにはやはり株式そのものが，あるいは出資証書というその証しが有価証
券であること，さらにはそれが上場会社の株式についてみれば，投機証券であることも忘れて
はならないのではないのか。だが，ここでの「株式を所有することは，その支配権それ自体を
所有することに等しい」M）としていることは，やはり少し検討を要すというべきではないのか。
その所有が100％であるというのであるならば，まずは従いたい。ここには株主総会において
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民主主義のルールが使われているので，基本的には多数決原理によることになる。とすれば，
支配権を確保するのには，50．01％以上が必要になる。だが，ここで一例をみたい。日産自動
車株式会社の資本金は6058億1400万円。発行株式総数は，2006年4月30日現在，約45億2071
万円5千株。株主数は約21万人。ルノーは，そのうちの約20億400万株，比率にして44．3％を
取得して，日産の「経営権」を握り，そして社長にカルロス・ゴーンを送り込んだ。彼以外に
もルノー本社からもう一人の取締役を送り込むという型で「人事権」をも掌握し，行使した。
だが，あらためて確認しておきたい。ルノーが取得した20億400万株は資本金は，正確には発
行済み資本金6058億1800円の44．3％相当分，したがって，約2637億5600万円にあたる。だが，
日産自動車が使用している総資本は11兆4814億2600円であって，それは資本金でさえもわず
か5．27％にすぎない。さらにいえば，ルノーが保有した比率は，日産自動車の総資産からみれ
ば，わずか2．29％の比率でしかない。この2．29％でルノーは日産自動車を支配下においたので
ある。何故，株式資本ではなくて，資本金ではないのか。勿論私も経営学からみれば，株式
資本に相応する日産自動車でみれば，3兆879億8300万円が株主に帰属するとみる。だが，こ
のところのライブドア，ニッポン放送をめぐる高裁で下された判決に拠れば，そこでの株主主
権株主の平等はここでの資本金，発行済み資本金しか，法律上での資本とみなしていないの
である。のみならず，現実に株式市場を中心にして展開されるM＆Aとて，証券市場で取引さ
れている株式保有の比率をめぐっての取引であって，そこにも株主資本はあらわれてこない。
株主の所有権にこだわってみても，ここでいえば，日産自動車が企業活動について使用してい
るわずか527％しか保有していないのに対して，株主の所有と「所有」を振りまわしても無理
があるのではないのか。さらにいえば今日は連結決算でも業績を表示することになっている，
その対象企業が，日産自動車の場合，北米日産会社，欧州日産会社，さらには日産車体など
47社に及ぶ，さらに結びつきの多い関連企業は，カルロス・ゴーンが切ったといっても，それ
でも187社に及ぶ，むしろ経済活動としてみれば日産自動車はこれらを活用しながら，その多
くが部品メーカーであるがゆえにも，「1協力”しあって，「協力”を得て，もっとはっきりいえば
時には無理な注文をもたのみこんで，いわば，陰に陽に影響力を行使しながら日産グループと
しての企業活動を行っているのではないのか。とみてくれば，527％の比率はもっと小さくな
るとみてよい。
　岩井はいう。「株式会社においては，会社資産をどのように使うかは究極的には株主総会の
議決によって決められることになっていますから，所有関係にともなう第一の権利は，結局，
株主総会における議決権ということになります。」55）だが，それとて，ここでの例でいえば
5．27％相当分に対する権利であり，それが議決権の及ぶ範囲のすべてではないのか。日産自動
車の場合ここでは利益剰余金が2兆1168億2500万円となっている。株主への配当へまわさ
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ずに，企業そのものに貯め込んでいる部分である。これとて株主に断ってのことか。さらにい
えば，有利子負債とて4兆6876億6100万円が計上されている。これとて株主に断ってのことか。
経営陣が，取締役会が決めていたことではないのか。株主総会で承認を得てではないであろう。
　さらに続く。「そして，資本主義においては，すべてのモノは売り買いの対象になります。
当然，モノとしての会社を売り買いの対象になります。ただ，会社をまるごと売り買いするの
は，よほどの大金持でなければ不可能です。」〔52頁〕56）ここでも，できたら，会社はやはり
株式会社とすべきではないのか。合名会社，合資会社，有限会社，いや新しい会社法での合同
会社も含めるべきなのか。だが，やはり一般的といえるのは株式会社であろう。さらに「大金
持ち」は個人，私人を想定しているのであろうか。とすれば，それは私もほぼその通りと答え
る。しかし，名を馳せた村上ファンドは4444億円の資金を動かした。トヨタ自動車の資本金
そのものは，3970億5千万円。それだけをみれば買収される金額ではないのか。50．01％の金
額ではない。100％である。だが，上場しているがゆえについた株式時価総額，それとてこの
発行済み資本金に拠っての金額が22兆1千億円（2006年4月30日現在）なのである。したがっ
て，株式会社の売買とて主としてそれは上場会社を中心にして行われているとみるべきであろ
う。だが，ここでの指摘は次に続く前段階なのである。すなわち，「そこで，一般大衆も売り
買いに参加できるように，モノとしての会社を細かい単位に分割するようになり，そのように
分割されたひとつひとつの単位のことを，『株式』とよぶようになったのです。」57）株式を保
有する，いや少し長期に及んで保有する，そういう株主，株式の保有者がいる，いるであろう
ことも否定しない。勿論，なかには創業以来，その株式会社の歴史と同様に株主である，株式
を保有している，敢えていえば業績の良し悪し，配当の有無にかかわらず，ずっともち続け
ている，そういう個人株主のいること，決して否定しない，とくに創業者一族，その系譜にか
かわる方々，さらには創業時，初期の頃の上位の経営管理者にかかわる，しかもはっきりいっ
て所有，保有にかかわる資力の続いている方々にとでもいうべきか。それは否定しない。なか
には何が何でもこの会社が好きで，という方もいるであろう。取引先，得意先など，しかし，
規模の増大ともなってそうした個人株主とて相対的に比率を下げていること，それも明らかで
はないのか。勿論個人についていえば，相続税が重くのしかかって，持ち切れなかったこと
もあるであろう。それ以上に規模の増大に比例して所有する，保有することの難しさもあった
のではないのか。だが，それ以上にここでの発想が逆ではなかったのかといいたい。つまり，
小額の株式という型をとることによって，一般大衆に，敢えていえば，全く見ず知らずの人々
からも多額の資金を集めることができたからこそ，株式会社は，他の企業形態に比して，格段
に発展することができたのではなかったのか。つまり，ここで格段に発展したということは，
巨大化することが可能になったということである。さらに述べておきたい。株式会社のすべて
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が株式に分割されているわけではない。当初の頃には，おそらく創業資本金の金額が株主に
よって払い込まれた資金によっていたであろうから，そうした場合であるならば，資本会社と
して使用するすべて，総額が株式に拠っていたにちがいない。すでにみたように，日産自動車
の場合でもその比率は，株式発行に拠っている比率は，単体としてみた場合でも5．27％，約20
分の1にすぎない。「株式市場とは，モノとしての会社の部分部分を売り買いする市場のこと
なのです。」58）これとて，さらにいえばほぼ20分の1の，しかも，ひんぱんに取引されるのは，
さらに少ない20％前後にしかならない”浮動株tlの部分でしかないというべきではないのか。
しかも今日のようにパソコンの機能が増してネット・ビジネスが株式取引にも急激に浸透して
きていることからも知るように，ネット・トレーダーと呼ばれる人たちは，数多くの銘柄を一
日のうちにおいてさえ，幾度となく，売買を繰り返していることを知ればそこではすでに株
式所有という言葉はあてはまらないのではないのか。ケースによっては，おそらく瞬時の”保
有者”に過ぎないといってよいのではないのか。
　繰り返しにもなるが，それでもやはり指摘しておきたい。岩井克人は「株式会社の基本構造」
でも述べている。「第一に，『会社資産』の所有者は，法人としての『会社』です。そして第二
に，その法人としての『会社』の所有者が，『株主』であるのです。」59）いや待っていただき
たい，と口をさしはさみたい。前段の部分については異論はない。第二の部分。これまでも例
をあげてみてきたように，株主は，今やごくごく一部の保有者に過ぎない，これが現実である
こと。われわれ社会科学に取り組む者は，まずしっかりと現実を捉える，明らかにする，そこ
から出発するのではないのか。むしろ問題にしなければならないのは，そのほんのごくわずか
の比率の部分で株式会社のM＆Aが成立し，一方から他方へと「支配権」が移ることではない
のか。その株式会社の売買が行われる際に，株式会社にとっての最重事項として株主総会を開
催して決定したケースはあったのか，と問いたい。行われたとしてもそれはすべて事後承認で
はなかったのか。だが，新しい会社法は定款自治について当該会社に大幅に決定をすることを
認めてはいるものの，徹底すれば株主総会は取締役人事の承認解任にだけ限ることまでなっ
ていることもみておくべきであろう。「会社」の所有者が，「株主」でも，という部分は，前段
ともかかわっていえば，この先生は法人実在説をとっているようにもとられるし，後段の部分
をそのまま支配の拠っているところとみると法人擬制説に立っているようにもみてとれる。
はっきりいって判然としない。株式の分散　自然人，個人株主の比率の後退，さらには，使用
総資本に対する資本金比率の低下している現実，ファンド・マネーをも含む機関投資家の比率
の低下さえ視野に入っているのであろうかといいたい。敵対的買収をも含む，三角合併さらに
は合併が狙上にのったとき，その決定を下すのは，岩井克人がここでいう「二重の所有関係」
60）というがどっちなのか。読むかぎり，法人としての会社の側が，すなわち，会社それ自体
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の説がと理解するが，どうか。はっきりいいたい。「法人とは，モノにたいしてはヒトとして
の役割をはたし，ヒトにたいしてはモノとしての役割をはたしているのです。」〔58頁〕61）と
いう。ここでもモノを資本会社におきかえ，ヒトの部分を会社そのものとする法人実在説にあ
るとみれば少しは理解できるが，何故こういうことを説く必要があるのか，それが判然とし
ない。ヒトやモノの乱用のゆえか，いや，本人が「ほんとうに，法人とは不可思議な存在です」
62）というのであるから，当方にとっては当然ということか。
　さらに岩井克人は，会社が，株式会社が法人格を持つことについて，個人事業と比較して，
共同所有者の場合一その延長線上には当然株式会社も想定していると思われるが，「外部との
契約関係の複雑性」が生じてきたがゆえの，「モノ」が保有する，すなわち株式会社が持つ法
人格であるとみる。それを次のように説く。「共同所有者間の内紛や一部の共同所有者の脱落
などによって，そしてそれまで結んでいた契約書を書き直さなければならなくなる節度が加速
度的に上昇し，そのための費用も加速度的に増加してしまうことになるのです。それは，共同
企業と外部との契約関係を，いちじるしく不安定なものにしてしまいます。それによって，外
部の個人や企業も，この共同企業と長期的な契約関係をむすぶことを躊躇するようになってし
まいます。法人とは，まさにこの問題を解決するために導入された法制度なのです。」63）それ
ほど原点にまで立ち直って説かなければならない複雑な問題なのであろうか。法人一般におき
かえれば，日本国という国でさえも，さらには東京都，神奈川県，千代田区，川崎市だって法
人格をもつ団体，組織ではないのか。ここでも法人の歴史起源を追っている。ωここで中世
のヨーロッパにみる自治都市や僧院を例にあげて説いている。追えば，教会とて例にあがって
くるだろう。しかし，彼はそこから次の部分をひき出す。「…その近代的市民社会を最初につ
くりあげた西欧社会は，資本主義の要請に応えて，法人という古くからある制度から株式会社
という精妙な仕組みを作りあげました。」65）岩井克人はここでみるように法人という制度から
株式会社をひき出すのである。株式会社は決して当初から制度としての性格を備えていたので
あろうか，と問いたい。きわめて私的な，個人事業からその多くが発展し，巨大化することに
よって制度と変らないような存在と化したことによって生じてきた制度主義学派の見方ではな
かったのか。私企業という言葉さえ長く使われてきたのではないのか。いや今日でさえ，私的
性格の強い個人事業は私企業そのものであろう。企業形態としての株式会社形態をとることに
よって，次第にその社会的性格が強く帯びるようになって，制度と変りないほどの株式会社と
なったのではないのか。
　さらにここでみてきた契約関係の簡素化をたどったことが，「法人が本質的に公共的な存在
であるということを意味するのです」66）とくる。飛躍ではないのか，といいたい。法人格を
持つことがそのまま公共性に結びつくことなのか，と問いたい。もしそうであるとするならば
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株式会社がその当初よりこうした公共性を前面に出して，目的の第一義としていたならば，長
く議論されてきた，いや今なお議論の続く，資本主義のかかえる矛盾の多くは，ごくごく初期
に片づいていたことではなかったのか。
　岩井克人は，法人には，社会による承認が不可欠であるとして，そのかかわりを次のように
説き明かしていく。「ひとつの団体がたんなるヒトの集まりとしてではなく，それ自体がひと
りのヒトとして機能するためには，他者による承認　もっと一般的には『社会による承認』が
不可欠であるのです。ただ，社会とはつねに気まぐれです。社会による承認は，いつ何時消え
てしまうかもしれません。法人という制度は，まさにこのような社会による承認を安定させる
ために，国家がそれを法律によって制度化したものにほかなりません。」67）社会が気まぐれで
あるかどうかは問わないにせよ，国家が法律によって団体や組織に法人格を与えていること
は，ここでの展開の通りであろう。このことによって「私的な性格は離れ，本質的に「公共的
な存在である，と法人を規定する。」〔69頁〕であるとするならば，その法人の一つ，法人格
を与えられた株式会社についても法人擬制説も，法人格否認説も出てこないのではないのか，
といいたい。「会社は『社会の公器』」，68）といとも簡単にいってのける。今日のビッグ・ビジ
ネスについてみればこの点については全く異論はない。だが，法人格を備えていれば，その
ことで公共的性格が付与され，社会の公器といい切るのは，少し暴論にすぎるのではないのか。
NPOでさえも，法人格を持つそれだけのことで反社会的行為を行って摘発されるケースが跡
をたたないのではないのか。徹底して性善説で説かれているように思えてならない。勿論そ
うであってほしいとねがう。そう思う通りに，法律でことを決めておけば，すべてがその通り
に動くのでないからこそ，われわれは問題をかかえているのではないのか。私とて新聞の三面
記事はいつもなくなってほしいとねがっている。タネの尽きないことを思えばそれが現実な
のではないのか。それでも昨日よりは今日，今日よりは明日，この種の社会問題が少しでも少
なくなってくれることをねがっている。
　株主の有限責任制についても岩井克人はユニークな発想をここで展開する。しかも「株式会
社とは，株主が会社をモノとして所有し，その会社がヒトとして会社資産を所有しているとい
う二重の所有関係を基本構造としています。この基本構造さえしっかりと把握しておけば株式
会社がもつさまざまな性質は，ほぼ自動的に理解できていくはず，」69）とさえいい切る。「自
動的」に，である。個人企業の場合，多くの債務をかかえた場合には営業とはかかわりのない
私的な個人財産に及んでも支払いの責任を負うことにおいて，ここで岩井克人も無限責任制を
口にする。しかし株式会社の株式を保有している者がその株式会社とどういう結びつきにある
かというと，「会社が倒産すれば，株主の所有している株式の価値はゼロになってしまいます。
それ以外は，会社がどれだけ大きな借金を負っていたとしても，株主は返済責任を負う必要は
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まったくありません。」70）それは明らかである。有限責任ゆえ，責任を負うのは出資した分の
みであって，その個人資産にまで及んでくるわけではない。問いたくなるのは次の点。「これ
が，株主の『有限責任制』といわれていることです。従来の会社法の教科書には，多くのペー
ジが割かれた小難しい説明がありますが，ここには何の不思議もありません。株主の有限責任
制とは，株式会社の基本構造の必然的な帰結なのです。それは，株式会社が所有の二重関係に
よって成立しており，そのなかには株主と会社という二種類のヒトがいるという事実を，たん
に賃借契約の観点から言い換えたにすぎないのです。」7Dしつこいこだわりととられてしまう
であろうか。別に小生とて小難しい説明があってと望んでいるわけではない。しかし，有限責
任制とは，株式会社の「基本構造の必然的帰結」では一歩も進まないのではないのか。しかも
後段で賃借契約におきかえたにすぎないとまでいい切っている。株主であることは，今日では
全くの一時的保有が多くなってきている現実をみると，保有者でと思っている。しかし，株主，
株式の保有者は，その出資分を，会社資産への，敢えていえば，資本金相応分に対しての”所
有権”で結びつき，株式会社はわれわれ株主の所有物という思いで株主総会へ出席するのでも
ないのか。それは賃借関係とは違うのではないのか。何よりも問いたいのは，ここでも会社全
体とのかかわりについては取り上げられていても，資本金と株式との関係は何一つ問われるこ
となく，その関係さえ明らかにされていないのであって，そのかぎり，今度の会社法に近い見
方とみるべきなのであろうか。現実に多くの企業が使っている総資本額からすれば発行済み資
本金の比率は，何度も繰り返すが，きわめて低い比率にとどまっている。だが，その低い比率
での株式であっても，一定の比率に及べばその会社全体の支配権は動くのである。敵対的買収
で，買う側，売られていく側とて，何でそれが決まるかといえば，発行済み資本金での支配を
行使しうる比率によってではないのか。50．01％は望ましい絶対的比率であろう。だが，現実
には，日本の場合でいえば，33，4％以上の比率でも可能ではないのか。少し後の「会社乗っ取
りの仕組み」の部分で株式会社と株式との関係についてふれている。ここでもまたモノが出て．
くる。「モノとしての会社を細かく分割して，市場で売り買いしやすいようにしたものが，会
社の株式にほかなりません。すなわち，会社の資産と会社の株式一これが株式会社のなかに
ある二種類のモノなのです。」72）ここでも問題は後半の部分。「モノとしての会社を細かく分
割して，市場で売り買いしやすいものに」というのは，やはり無理があるのではないのか。モ
ノとしての部分は，やはり資本会社として，あるいは資本に信用の基礎をおく，というように，
やはり，株式会社の資本，資本金との関係があっての，その細分化された一片の証書としての
株券株式ではないのか。裏づけのあるゆえの有価証券ではないのか。株式会社とのかかわり
を持つ議決権その一定の比率以上に及んでの支配証券ではないのか。さらにいえば，その結
びつきゆえに可能な株主の代表訴訟ではないのか，といいたい。ここでの「モノとしての会社」
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といえば，使用総資本（額）に相当する部分である。だが，このところライブドアなどの一連
の事件で明らかになっているように，いざ裁判になって争った場合の株主主権株主権の平等
は，「発行済み資本金」にかかわる部分だけであって，株主資本にあたる部分さえ認めていな
いのである。だが，経済活動を行っている企業の現実からすれば，準備金，剰余金等，株主に
帰属する部分を含めてとみるべきではないのか。株式が担保能力さえ持っていることを思え
ば，「市場で売り買いしやすくしたもの」では言葉足らずではないのか。さらにいえば，多く
の方があまり口にしないが，株式ははっきりと投機証券でもあるということを明言すべきであ
ろう。今まで株式に近づいたことのなかった人たちでさえ，直接・間接株式とかかわる時代。
なおのことではないのか。
　岩井克人はここでCorporate　Governanceの訳についても「『会社統治機構』とでも訳すべき
言葉です」73）と，会社統治にこだわっている。しかも企業統治機構では企業の統治と会社の
統治との「本質的なちがいがわからなくなってしまいます」74）とも述べている。果してそうか。
コーポレート・ガバナンスがカタカナ表記でそのまま多く使われていることをみれば，それで
もと思う。あえて訳語といえば，私は企業統治にこだわりたい。彼自身も見解の分かれている
ことは認めてのことであるが，その根拠を，「株式会社が効率的経営されるためには，経営者の
仕事をどのようにコントロールすべきヵ・という問題があると簡単に定義しておきましょう。」75）
と述べている。それは否定しない。しかし，企業活動としてみれば，コーポレート・ガバナン
スの検討が求められている大企業であればあるほど，単独の企業だけでなしに，主要な，中心
となるピック・ビジネスを中心にその傘下に多くの関連企業とたえず協調しながら，時にはそ
の主要な，中核となる企業が中心になって子会社をつくったり，統合したり，別組織にして独
立させたり，グループとして，集団として，群を形成しながら企業活動を行っているのが現実
ではないのか。それはトヨタについてもニッサンだって，ソニーにしろ，三菱重工業にしろと
われわれは多くのそうした企業活動の”現実”をみているのではないのか。とみてくればむ
しろ企業統治の訳をとるのが，経済学者ではないのか，といいたい。ささいなこだわりか。
　もっとも，「株式会社の経営者は，株主の責任を受けた代理人でなく，会社の信任を受けて
いる信任受託者です。」76）としている点については同意したい。プリンシパルーエージェント
の関係で株主一経営者の関係を捉えようとするエージェンシー理論は，おそらくシェアホル
ダー中心主義にみる主張といってよい。そこには明らかに株主重視への偏重をよみとることが
できる。今日の企業はすでにその多くが株主から離れ，会社それ自体へと移っていることをみ
るべきではないのか，といいたい。法律上は委任の関係である。
　だが，信任関係で経営者を捉えながら，その維持ということになると，岩井克人はここで，「ほ
かでもない『倫理』です，」η〉と，思わぬところに急転回する。「当たり前のことですが，信任
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を受けた人間がすべて倫理感にあふれていさえすれば信任関係は健全に維持されます。」78）
果たしてそうなのだろうか。まずは，経営者に選ばれる人間に求められることは，経営能力，
管理能力にかかわってのことである，倫理感にあふれている人間なのであろうか。信義に厚い，
人徳のすぐれた宗教家が経営者に選ばれているのであろうか。そこまで極論しなくても，ごく
一般にみても経営の職についている人々が倫理感に劣る人であると私は思わない。その多くが
高等教育機関で学び，その後にあっても多くの業績を重ねて昇りつめた人たちであるにちがい
ない。組織の中に入ってしまえば，その優先順位が逆転してしまうことこそ問うべきことでは
ないのか。
　信任にもたしかに重い関係とみなければならないが，現実には，その地位に就けば，善管注
意義務，忠実義務競業避止，利益相反取引の制限，さらには報告義務（会社法354，355，
356，357条）とむしろ課せられている義務の重さではないのか。なおいえば，2006年大阪高
裁がダスキン，ミスタードーナッでの肉まんをめぐる事件で下した判決で，当該の担当責任者
だけでなしに，取締役会に同席していた他の取締役に対しても連帯責任を認め，高額の賠償金
を命じたことは，株主代表訴訟の重さのみならず，企業，株式会社への機関決定にかかわって
の判決ではなかったかと思われる。重い判断であろう。だが，私は組織目的との関連で機関を
通じて下した決定であることから，むしろ責任を問うのは機関に対してであって，個人に帰す
べきではないと考える。課徴金や業務停止，業務活動に結びつけて判断は下すべきであろう。
このレベルでの倫理性をたとえ取締役であっても組織で働いている個人に求めても無理ではな
いのか。組織そのものにペナルティを科すべきではないのか，といいたい。また再発防止策に
もそのかぎり結びつかないのではないのカ1。
　エンロン事件やワールドコムのような企業不祥事が何故生じたか，岩井克人はそれをアメリ
カ型コーポレート・ガバナンスの持っていた「本質的に矛盾した制度」79）のゆえであった，
と説く。株主主権に拠っていた，と。果してそうか，そうであったか，とやはり問いたい。同
じようなケースは，企業不祥事はアメリカのみならず，イギリスでも，ドイツでも，フランス
でも日本でも，いや韓国でさえも，今やそこらじゅう，至る処で生じているのではないのか。
必ずしも株主主権であるがゆえにとばかりいい切れないのではないのか。私はむしろ達観して
いる。企業活動に倫理性を求めることは無理がある，とみている。企業活動に求める基準は業
績におかれているのであって，いかに善を施したか，きれいな行動をとったかではないのでは
ないのか。品格は求めても無理ではないのか，といいたい。
　その著「会社はこれからどうなるのか」「会社はだれのものか」を通じて，岩井克人の捉え
た企業観は，会社そのもの，法人実在説，彼がいう「社会の公器」が彼の見方であろうと理解
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する，いや理解したい，すべきであろうと思う。しかし，次の箇所にあたると，いやこの方は
一体どう考えているのであろうかと疑問に思えてくる。もう少しだけ追ってみたい。法人論争
と日本型資本主義と題して取り上げている。そのまとめの部分で，「いずれにせよ，ここでわ
たしたちは，悠久千年も続いてきたあの法人論争に，ひとつの『決着』をつけたことになりま
す。それは，先に約束したように，どちらか一方の説に軍配を上げることによってではなく，
両方の説に同時に軍配を上げることによってでした。会社という制度のなかに，会社を純粋に
モノとする法人名目説的な仕組みと，会社を純粋にヒトにする法人実在説的な仕組みが，とも
に仕込まれていることを示すことができたのです。しかも，それは同時に，アメリカやイギリ
スの資本主義とは，活発な会社買収活動を通じて，法人名目説を現実化している資本主義であ
り，日本の資本主義とは，株式の持ち合いを通じて，すくなくとも戦後の五〇年間，法人実在
説を現実化してきたことも明らかにしたはつです。」80）ここでも私にははっきりしているよう
には思えない。株式会社一般をテーマにしながら，そしてその展開の中に法人実在説社会の
公器である，会社そのもの，企業それ自体説に立つ考えに至ったとみていたのが，何故，ここ
結論にきて，アメリカ，イギリスは名目説，日本は法人実在説と割れるのか。そこがわからな
い。何故か問いたい。岩井克人と論争したい。
　日本の会社の特殊性と普遍性というテーマから，この第四章は始めている。それはわれわれ
にとっても関心のあるテーマである。
　最初に，日本の会社の特徴を列挙する。
　　1）株主の発言力の弱さ
　　2）内部昇進型中心の経営者層，及び「会社組織それ自体の拡大」81）志向
　　3）中核をなす従業員にみる終身雇用制，年功賃金制，会社別組合，そのことによっての
　　　　「強い帰属意識」82）
　　4）「生産や流通や開発の現場においては，上下の命令指揮系統よりは，情報を共有した従
　　　業員のあいだのインフォーマルな関係が重視。83）
　　5）グループを形成し，株式の相互持ち合いを行い「水平的な系列関係を長期に維持」8tl）
　　6）本社を中心とした垂直的な系列関係を長期に維持
　　7）長期的な貸借関係およびメインバンクからの資金調達。85）
　ここでの指摘については，ここでの著者も述べているように，今日ではほぼ共通に理解され
ているとみてよいだろう。日本的経営の特徴として取り上げられている特徴にほぼ共通してい
るとみてよいだろう。勿論，岩井克人も次のように述べている。「これらの特徴は，おもに大
会社を念頭においており，中小規模の会社には，かならずしも当てはまらないということです。
とりわけ，中小会社では，日本においても有力株主が経営の主導権を握っているケースが多く
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見られます。」86｝ことによるとその多くは株式会社を名乗りながらも，その株式のほとんどを
一族ないしは同族で握り，固め，上場していない会社，あるいは，上場していても安定株主を
しっかりと確保し，やはり同族色の強い，まさに法人擬制説に立っている会社のことではない
のか。だが，岩井はここでの法人論争からこの法人擬制説ははつして論じている。ここでの結
びつきで次のことも指摘していることに注目しておきたい。「日本の大会社の強みのひとつは，
系列関係のなかでそれを下から支えている多くの中小会社の技術水準の高さであるということ
も，よく知られた事実です。」87）ここからも明らかなようにT著者自身，会社単独でなく，系
列をも巻き込んでのグループ，集団群のもつ強さをみているのではないのか。それは会社統治
には入ってこない，企業統治と同一のレベルということではないのか。
　問いたいのは，彼がいう「法人名目説」と「法人実在説」について，である。岩井克人はい
う，法人の本質とは何か，についてローマ時代から「悠久千年」の歴史にあって大論争を繰り
返してきたのである，と。その本質を問うことについては私は法学者にまかせたい。その成果
については勿論学びたい。ここでの議論は，現実に存在している株式会社にかかわっての法人
格をめぐる争い。したがって，法人とは何か，その本質をしることは勿論重要であると思われ
るが，何よりも問われるのは現実とのかかわりにあっての法人，法人格ではないのか，と。こ
の論争が基本的には，3つに分けられるとしながら，法人名目説，法人実在説，そして法人擬
制説といいながら，擬制説についてはここで取り上げることをやめてしまう。その立場は無視
しておきましょう99）と。だが，主としてこれまで問われていたのは法人擬制説，法人実在説，
そして法人格否認説ではなかったのか。だが，取り上げることに従いたい。彼がいう「法人名
目説」とは「法人というのは，人間の集まりにたいして与えられたたんなる名前にすぎないと
いう説です。」89＞したがって，ここでの法人名目説とて，広く一般に認められる名目説，形式
的要件のみ，実質は別という見方，考え方と差がない，といってよい。であるのであれば，株
式会社は全くの仮の姿，とみる擬制説と一体何処がちがうのか，とかえって問いたい。
　「他方の法人実在説とは，法人というのは，人間の集まりに便宜的につけられたたんなる名
前などではなく，それ自体，社会的な実体であるという主張です。法人は，構成員である個々
の人間を超越する実体性をもっていて，社会のなかでそれ自体が意思と目的をもってあたかも
ヒトのように行動しているということになります。法人が法律上でヒトとして扱われるのは，
それが社会において実際にヒトとして行動していることの反映にすぎないのだということにな
るのです。」go）繰り返すが，岩井克人の企業観，株式会社については，私は法人実在説に立つ
とみた。しかし，この「大論争」を取り上げることになると，いや両方とも，と腰くだけ状態
になってしまうのである。両方に同時に軍配を上げる，と。そんな行司が何処にいるというの
か。自分でもいっている「そんな芸当のようなこと」91）できるわけがない。無理である，といっ
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ておきたい。
　下半身だけをみれば，という，岩井克人がである。「会社という法人は，会社資産を所有し
支配するれっきとしたヒトであるように見えます。それは，ほかの人間の支配を受けない，そ
れ自体で意思と目的とをもっている存在であるかのように見えます。すなわち，法人実在説が
正しいように見えるのです。」92）「かのように見える」でなく，存在である，でいいのではな
いのか。何故，ここで，tように見える”と首を横にするのか。幾度となくあなたはこの書の中
で現代の株式会社は，「社会の公器」と口にしているのではないのか。それは法人実在説の主
張ではないのか，何故ぐらぐら揺れるのか。ここで揺らいでは困る，一貫性が欠けるというも
の，研究者の責任にかかわってくることではないのか。ぐらつく理由が何処にあるというのか。
また会社はモノだ，ヒトだと…口にする。株式会社はモノではない。資本会社である，といい
たい。かつてW．ゾンバルト（Werner　Sombart）は株式会社の特質は，に応えて
「Versachlichung　des　kapitalverhaltnisses」といった。資本関係の商品化，あるいは証券化の
ことである。それを日本での訳に直訳を用いて『物化』が使われた。長いこと使われていた。
「会社を純粋にモノにする仕組みを見てみましょう」93）という。これとて資本に信用の基礎
をおく資本会社のことではないのか。
　「会社を純粋にモノにしてしまう方法は，だれでも知っています。だれかが単独で，あるい
は何人かの個人がグループで会社の株式を五〇％以上買い占めてしまうことです。株主総会は
基本的には多数決原理にしたがいますので，それによって株主総会の議決を完全に支配できる
ようになります。」94）ここでのモノは，支配する，意味に使っている。紛らわしいITモノ”。「会
社の株式を五〇％以上所有した株主を『支配株主』といいます。」95）だが，彼の話しの中には
株式，株主，株主総会，議決の関連については，決して明らかでない。契約関係でしか捉えて
いないのが，どうして「議決を完全に支配」してとなるのか。しつこく追うことはやめたい。
礼を欠くというものだろう。
　「…株主自身が経営をコントロールしている法人名目説的な株式会社は，もはや中小企業に
しか見られない過去の遺物と思われるようになった。」96）とまでいう。しかし，この見方は名
目説ではなく，擬制説ではないのか。「過去の遺物」ではなく，同時に存在して，しかもその
数100万社を数えるほどまでに異常に受け入れられて，浸透しているのがこの国なのである。
むしろそのことを何故と問うべきではないのか。なぜかくもあいまいに多用されてきたのか，
と。しかし，岩井克人の目はこちらに向いているのではない。法人名目説にかかわっている。
「…歴史は必ずしも直線的には進みません。二〇世紀の後半にいたって，法人名目説的な会社
が，ふたたび資本主義の最前線に登場するようになります。それは，アメリカやイギリスの株
式市場をおもな舞台にして活発にくりひろげられた，会社買収《Merger＆Acquisitionニ
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M＆A》活動を通してです。」97）ここでまた岩井克人が好んでも用いる「モノとしての会社」
が出てくる。それは資本会社を指す「モノ」である。やはり誤解のはじまりはここにあるので
はないのか。またここでも繰り返すことをゆるしていただきたい。これとてそのままの引用で
ある。「すでに述べたように，モノとしての会社を細かく分割して，市場で売り買いしやすい
ようにしたものが，会社の株式にほかなりません。」98）彼がいう「モノとしての会社」はここ
でおきかえれば，使用総資本額をさすことになる。「細かく分割さ」99）れているのは，「資本金」
つまり「発行済み資本金」の部分だけである。その多くは，日本の上場会社をみた場合であっ
ても大部分が20分の1，30分の1にも及ばないそうした資本金である。「会社の資産と会社の
株式一これが株式会社のなかにある二種類のモノなのです。」100）コインの表裏の関係が崩れた。
表の部分，会社の資産の部分だけが，いつも裏づけとしていた株式を離れ，つまりは株主の手
を離れ，一人勝手に，つまりは企業それ自体が中心になって経営者，専門経営者によって，そ
の離れていく部分がどんどん大きくなって，結局は，株主からも離れて企業それ自体，法人実
在説を根拠づけることのできる”現実1が生まれてきたのではなかったのか。それゆえ，岩井
克人もそれを力説したのではないのか，今や社会の公器である，と。さらにいえば，株主どこ
ろか，銀行にも，親会社にも，社債にも，自己金融にさえよることのない，資金を必要としな
い経営手法さえ開発してきたというべきであろう。リース，レンタル，アウトソーシング，ファ
ブレス，フランチャイズ・システム，アライアンス等々。
　岩井克人はいう。「会社の資産価値とは，読んで字のごとく，会社資産の価値です。」loDあ
あ何と応えるべきなのか。総資産，純資産の区別もない。そしていう。「経済学的には，会社
資産をもっとも効率的に運営したときに，その資産から将来にわたって生み出される予想収益
の現在価値として定義されるべきです。」［127頁］という。とすれば，総資産を指しているので
はないのか。いいかえて，「会社資産が潜在的にもっている総価値」102）と。とすれば，それは
可能性をみているのであって，価額で表示できる数値ではないのではないのか。
　もう一つと彼がいう「株式価値」についても読んで字のごとく，と。103）「会社株式の価値で
す。それは，株式市場において日々決められる株式価格の総額です。」104）と。したがって，株
式時価総額をさしているとみたい。それは株式時価に発行株式総数を乗じてはじき出すことが
できる数値である。だが，彼はそのすぐあとで，「そして，それは，モノとしての会社の総価
値にほかなりません。」105）と。それはちがうのではないのか。総資産に対応する株主資本との
対比でみた時価総額であっても，決して総資産をみることはできないのではないのか。有利子
負債さえ引くこともせずに，簡単に「会社の総価値」などといえるのか，といいたい。しかも
岩井克人はいう。「この二つの価値が一致していれば，何もおこりません。ところが，往々に
して，会社の株式価値は，会社の資産価値から乖離してしまうのです。それには，いろいろな
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理由があります。ひとつは，株式市場における投機の存在です。それによって，日々の株価が
会社資産の潜在的な価値を反映しないで乱高下してしまうのです。」lo6）少し丁寧に追い過ぎた
かもしれない。しかし，誤解があってはならないこと。正確に理解してと思う。彼はそもそも
が株式が投機証券であると理解するのではなしに，株式市場が，株式を売買している証券市場
そのものに投機性がある，とみる。そこまで普遍化してしまうのか。であるならばすべての
商品市場は，本来的に投機性をもっているといいたい。だが，多くの商品は何らかの”規制”
が加えられていたり，入ってきているのではないのか。厳密にいえばそれは株式市場とて価格
の暴騰・暴落に対しで，ストップ高川1ストップ安”というように一定の値幅の範囲での取引に規
制が加えられているのであるから，それはなしとしないことは事実。しかし，他の市場と比較
した場合，株式こそがもっとも投機性の高い商品の一つではないのか，といいたい。かつて
NTT日本電信電話公社が民営化し，株式を上場した時，当時一株5万円の額面の株式に1987
年には318万円の値がつくところにまで上がって取引が行われたことがある。新聞も伝えてい
る。創業2年あまりの従業員数100人のゲーム・ソフトの会社が大阪証券取引所，ヘラクレス
市場に2006年上場した株式が公開価格1株120万円だったのに対して，1ヶ月足らずのうちに1
株2310万円，19倍にまで上がった，という。それは他の市場ではほぼ生ずることのない現象
なのではないのか。市場のゆえか，いや株式であるがゆえの高騰ではないのか，といいたい。
　「会社乗っ取り屋の仕事の第一歩は，株式価値が資産価値を大幅に下回っている会社を見つ
けだすことにあります。」107）それはブティックをさしているのか，それとも買収しようとして
いる企業をここでは「乗っ取り屋」と呼んでいるのか，それともファンド・マネーも入ってく
るのであろうか。村上ファンドを動かした村上世彰の戦略で知るように，もう少し緻密な作戦
が練られていたのではなかったのか。彼の場合でもここでの資産価値に入るだろうけれども，
資産の評価にまで踏み込んで，例えば簿価と時価の差の大きさに目を向け，それと比して株式
価格がそれを反映していないことに目をつけ，狙いをつけ，市場で相手側に気づかれないよう
に買い集めていったのではなかったのか。甲子園球場の800万円は地域の時価でみて300億円
に評価できる，と。
　多くの読者にわかりやすく説く意図をもって使ったヒトやモノであるのかもしれない。だ
が，著者が思うように伝わったのであろうか。むしろ誤解以上のモノを多く投げかけたのでは
ないのか。
　概念をあいまいに使うことこそ，われわれが避けなければならない原点ではないのか，とい
いたい。
　明らかに誤りと思われるが，やはり指摘せざろうえないのではないのか。次の点に言及して
いる。「たとえば第9図のピラミッド型支配構造においても，純粋持ち株会社である住友本
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社の上には，住友一族がどんと控えており，彼らが支配株主として住友本社を支配しているの
です。」108）とあるがその次の頁に載っているのは，「1937年における住友財閥の支配構造」と
して載せている図は，どうみても三井合名を頂点としているところからも知るように三井財閥
についての高橋亀吉著「日本財閥の解剖」よりの引用となっているが，この書自体が刊行され
たのが，昭和5年4月発行の書。（中央公論社刊）したがって1930年の刊。同書50頁からの引用
転載ではないかと思われる。ここにはいつの時点かは明記されていないが，1930年以前であ
ることは確かであって，1937年ではないことは明らかであろう。参考までに同書に拠った「住
友財閥会社系統図」をみておきたい。’ i同書161頁参照。）lo9）
「大体に昭和3年末現在」としているから，示されている状況は，1928年末を多くその状況
で捉えての概観とみるべきであろう。他意はない。しかし，もう少し正確さは心がけてもとい
う思いは否めないのではないのか。
図1，住友系諸会社系統図（高橋亀吉著「日本財閥の解剖」昭和5年，161頁より）
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図2，三井系諸会社系統図（高橋亀吉著「日本財閥の解剖」50頁より）
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※印や△印とてしたがって三井のではなく，住友の支配とすべきであろう。単なるミスとし
て見逃すべきことなのか。だが，あやまちはさらにもう一度繰り返している。173頁に，「戦
前の日本の資本主義は，かなり古典的な資本主義であったと言われています。たとえば住友財
閥の支配関係を示した第四章の第9図（139ページ）をもう一度見てみれば，ピラミッドの一
番頂点に財閥の家族が…」110）と。残念。校正ミスで済ますには少し過ぎたミスではないのか。
むしろ当方とて自戒したい。引用は慎重にしなければならない，と。われわれの世界にあって
もこうしたことが行われれば，やはり偽装とまで厳しい批判が向けられるのではないのか。
岩井克人はさらにいう。「法人実在説的な会社は，資本主義の歴史のなかで，オーナー自身
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が直接支配権をもつ古典的企業や法人名目説的会社との競争に敗北しなかっただけでありませ
ん。少なくとも二〇世紀の大部分を通じて，先進資本主義国の産業部門における支配的な企業
形態ですらあったのです。」111）こうみてくるかぎり全く異論はない。さらに続けていう。「じ
じつ，アメリカや西ヨーロッパの一部では，十九世紀の後半から《少なくとも近年まで》，経
営者が支配するバーリ＝ミーンズ型の株式会社が産業資本主義の発展に指導的な役割をはたし
ましたし，日本では，第二次大戦後から《少なくとも近年まで》，株式の持ち合いによって外
部株主の影響を排除した六大会社グループがいわゆる日本的資本主義の発展に中心的な役割を
はたしたのです。」112）この点についても異論はない。なおつけ加えれば六大企業グループを中
心とした株式の相互持ち合いに加えて，そこでの中核を形成した銀行，保険等の金融機関を通
じての借入金依存，しかもそれがオーバー・ボローイングといわれるほどの行き過ぎた状況を
長く作り出していたこと，さらには同様にしての親会社への依存度の高さ，終身雇用制，年功
序列での昇進昇格で輩出された内部昇進型中心の専門経営者であろう。
　法人実在説を主張しながらも，岩井克人は所有一支配にこだわっているのではないのか。次
の指摘はそれと結びついているのではないのか。「法人実在説的な会社においては，法人とし
　　　　　　　　　　　　　ての会社それ自体が組織特殊的な人的資産の『事実上』の所有者となって，外部の株主による
ホールドアップから従業員を保護する役割をはたすことができるからです。」113＞ここでの「組
織特殊的な人的資産」も判然としない。それぞれの企業での長期に及んで中核を形成している
人材を指しているのではないかと推測する。その彼らを「事実上」の所有者とみているのであ
るから，その彼らを疑似所有者，疑似所有者集団とみているのではないのか。それと結びつい
ての経営者ではないのか，と。「ホールドアップ」も紛らわしい。ここでは支配と同等にとっ
ているのではないのか。「会社になんの所有権ももっていない労働者や技術者や経営者が近代
の産業技術の運営に不可欠な組織特殊的な人的資産を自由に育成し拡大することを可能にした
のです。」［169頁］彼の見方が終始揺れていることはここにも現れているといってよい。「な
んの所有権ももっていない」といいながら，次のようにあいまいなことを口にする。「ここで
所有と経営（および労働）の分離がすべてよい，と言おうとしているのではありません」114）
よい悪いを口にすることか，と言いたい。むしろ問うべきことは事実がどうなっているか，現
実を見ることではないのか。法人はその実施主体に機関を置いたのではないのか。株式会社で
いえば，株主総会であり，取締役会監査役会である。たしかにそれを構成している人たちは
「組織特殊的な人的資産」で多く構成されているにちがいない。「事実上の所有者」であると
みなしたいであろうけれども，明らかに所有とは離れているのが法人実在説に立った見方では
ないのか。何故，ここに機関が出てこないのか。こうした機関を通じて組織として機能してい
るのではないのか。ここでも「ホールドアップ」などという表現を使う。支配権の掌握という
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意味であろうと理解するが，かえってあいまいにしているのではないのか。
　岩井克人はM＆AについてTOBやLBOなど彼がいう「会社乗っ取り屋」の手法を説き，次
のように述べる。「会社乗っ取り屋の活動とは，安く買って高く売るという商業資本主義の原
理そのままです。彼らの動機は，いうまでもなく，金銭欲，権力欲，顕示欲です。じじつ，乗っ
取り屋の多くは，雑誌や新聞でよく話題になる，ひと癖もふた癖もある人物です。しかしなが
ら，彼らの動機はどうであれ，彼らの活動の客観的な結果として，世界に法人名目説的な株式
会社が拡がっていくことになるのです。乗っ取りの対象になった会社は，乗っ取り屋のモノに
なってしまい，会社資産の名目的な所有者に成り下がってしまいます。」ll5）どうやらここでの
「乗っ取り屋」は個人を指しているようにも思える。その動機を欲望に求めていくこととも結
びついているように思える。だが，現実は果してそうなのであろうか。上場会社の買収に要す
る資金は巨額にのぼるのではないのか。たとえ，LBOを使ったとしてもそれは個人の及ぶと
ころとみるのか。今日ではその主流が企業そのものであり，そして何よりもこのところ注目を
集めているというか，急激に増加してきているのが，ファンド・マネーではないのか。それは
明らかにビジネスではないのか。かつてよく行われていた買収資金を用立てるための金融機関
中心のコンソーシアムが専業化してのファンド・マネーではないのか。村上ファンドとてその
例に入ってくるにちがいない。スチール・ファンドとて同様であろう。だが，なお問いたいの
はここに出てくる「法人名目説的な会社」。ここで岩井克人の言わんとしていることが株式会
社という名前を使っての会社が実質的には，かれがいう「会社乗っ取り屋」の「モノ」に成り
下がってしまう，ということではないのか。彼が使う法人名目説的はしたがって，株式会社そ
のものが全く名目的な意味しか持たない，実質はここでいう「乗っ取り屋」を指しているので
はないのか。とすれば，日本でよく使われている法人擬制説と同じであると私はみたい。少な
くとも「乗っ取り屋のモノになってしま」116＞うという部分から理解するかぎり，ここでの「モ
ノ」は所有する，支配権を握るととるべきであろう。とすればやはり名称は株式会社を使って
も実質的な所有者＝「乗っ取り屋」ではないのか。次の部分についても理解に苦しむところ。
「いや，たとえ現在乗っ取りの対象になっていなくとも，株式市場のなかで乗っ取り屋が活発
に活動しているという事実は，会社の経営者にたいして，会社の株価をその資産の価値にくら
べてあまり下げないような経営をするよう，無言の圧力をかけることになります。それは結果
として，会社から少なくとも部分的にヒトとしての性質をぬぐい去ってしまうことになるので
す。」117）ここでの「ヒトとしての性質」は個人，自然としての「所有者」をみているのではな
いのか。それがぬぐい去っていくということは，会社そのものの，法人実在説の主張ではない
のか。これが「芸当の」一方なのか。また岩井克人は次のようにも述べている。「このような
M＆A活動によって，アメリカの資本主義およびイギリスの資本主義は，法人名目説をある程
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度現実化した資本主義となっていると言えるのです。」118）ある程度とは断っているものの，ア
メリカやイギリスでのこうしたレベルでの動きを名目説と簡単にいい切ってしまう。より現実
には，その担い手はその多くが機関投資家と化しているところからも，投資への見返りとして
の配当を，より高い配当とその”ビジネズ1に向けられていることに注視すべきではないかと
思われる。むしろ，M＆Aが”ビジネズとなっても，法人実在説に立っているのは変わりない
のではないか，といいたい。「このような会社乗っ取り屋の活躍によって，法人論争はついに
法人名目説の勝利に終わってしまったのでしょうか。答えは『否』です」119）という。なおわ
からない。
　「会社を純粋にヒトとする方法」120）を説くためにといって，岩井克人はここで「持ち株会社」
を例にあげる。「二重の所有関係」121）とそれを捉えてである。そして「持ち株会社とは，ほか
の会社を所有することを目的に設立された会社のこと」122）といいながら，また「ヒトとして
の会社がほかの会社をモノとして所有」123＞とヒト・モノに置きかえる。こだわりたい。やはり，
法人格を備えた株式会社が資本会社である同様に法人格をもつ株式会社の支配に足る株式を保
有することによって支配する，と。しかしながら，この関係においては別法人を名乗っても，
支配関係は何ら変ることなく，経済的にみれば，同一主体であることと同様である，とむしろ
踏み込むべきではないのか。したがって，支配下におかれた子会社の法人格は，経済的にみれ
ば，有名無実に等しい。・なおいえば，現実において何故多用されるか，といえばそれは主と
して税法上での節税対策の意味が大きいと。さらにいえば，こうした持ち株会社を形成するに
は至らないまでも親子関係，支配・従属関係が認められているにも拘わらず，双方とも上場会
社となっているケースを多く持つこの国は特異な国であることもふれるべきではないのか。自
社株，さらにはかつて多く行われていた株式相互持ち合いについても取り上げながら，次のよ
うに述べる。「ここで重要なことは，少なくとも戦後五〇年間，この株式持ち合いというシス
テムが日本型の資本主義を支配してきたという事実です。それは，会社それ自体が純粋にヒト
としての役割をはたしていたということが，日本型の資本主義の最大の特徴のひとつであった
ことを意味するからです。」124）ここで法人実在説をみる。株式の相互持ち合いが，その結束の
固さゆえにも所有，とくに個人＝自然人所有の比率を後退させ，それが結果的に株式会社から
所有層を追いやり，支配から遠ざけ，多くの持ち合い相互の株式会社以外の株主を外に放り出
し，会社それ自体を中心にという性格を強めたのであろう。岩井克人はここでもアメリカやイ
ギリスの場合は「法人名目説を現実化している資本主義」125）といっているが，果してそうで
あろうか。使用総資本に占める発行済み資本金　さらには株主資本の比率をみてもやはり日本
の場合と同様下げている，そのかぎり，会社それ自体説，法人実在説を説くことのできる根拠
は変らないとみたい。むしろ株価志向，短期思考に拠っているのではないのか，と。
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　さらに，岩井克人は会社，つまり株式会社とサラリーマンとの関係を問う。「サラリーマン
とサラリーウーマンとは，会社と雇用契約を結び，会社から定期的に給与をもらっている従業
員のことです。」126）とはじめに定義して，以下，ウーマンは一緒とみなしながら取り上げてい
る。人本主義についてもふれて，「株主ではなく，従業員こそ，日本の大会社の実質的な所有
者であるという主張です」127）と指摘して，かつて岩井自身も同調したが，今となっては「行
き過ぎであった」128）と反省し，いや，「会社の経営者です」129）とまで今度は口にする，これ
とて行き過ぎではないのか。「いったいサラリーマンとは何者なのでしょうか？その答えを，
すでにわれわれは知っています。会社の所有者ではない会社の内部の人間とは，会社の経営者
です。」130）と。ではサラリーマンはすべて経営者であるというのか。一文つつを拾っていくと
明らかに誤解を招くというもの，時折この先生，この方何を考えているのか，ついて行ってい
いものかさえ迷うというもの。「経営者とは，会社の代表機関です。」131＞というこの部分でさ
えも私には疑問。法人格を備えた株式会社，しかも彼とてここでは一般に上場している株式会
社を対象に取り上げている。そうした公開会社にあっては機関が設けられ，そこでの協議を経
て株式会社としての決定がなされて業務は行われていくのではないのか。ここに飛躍はないの
か。なるべく曲解することのないように丁寧に追っておきたい。続けていう。「すでに述べた
ように，『機関』とはORGANの日本語訳で，そのORGANという言葉は，本来は身体の『器官』
のことを意味しています。会社とは法律上のヒトですが，事実上は観念的な存在にすぎません。
その観念的な存在が，実際に社会のなかでヒトとして機能するためには，頭や目や耳や口や胴
体や手足といった器官の役割をはたす生身の人間が絶対に必要なのです。それが経営者です。
具体的には，会社の意思を代表するヒトが代表取締役であり，その代表取締役の下で，実際の
経営をおこなうさまざまな権限を委譲されているのが経営陣です。」132）観念的な存在そのもの
であるとするならば，所在地を何処に置くかもこだわることではないのかもしれない。たしか
に自然人のように一定の年令に達すれば選挙権，被選挙権が権利として行使することはできる
が，それは法人にはない。相続権とてない。勿論自然人にかかわる基本的人権もない。だが，
法律上での権利，義務はもつことになる。となれば，観念的な存在とさえいい切っていいのか。
さらに次の点については反論したい。ここでの器官という役割はやはり株式会社，公開会社に
あっては機関におかれているとみるべきではないのか。そこでの決議によって執行に責任を負
う取締役の代表におかれているのではないのか。新しい会社法の規定でも，株式会社は…置か
なければならない，としている。（会社法　327条）しかも岩井克人がここで会社として使っ
ているのが上場している公開会社，株式会社であると想定するかぎり，取締役とて2人以上か
ら成っているのであって，取締役会が置かれているとみてさしつかえないのではないのか。（会
社法　348条2項　参照）はっきりとした取締役会についての規定は，取締役会は，すべての
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取締役で組織する（会社法　362条）ことであって，そこでの過半数の決議によって議決によ
る，としているではないか。（会社法　369条1項）経営陣，経営者についてもまた次のように
述べている。「日本の会社の場合，この会社の代表機関という意識が，少なくとも部分的には，
法律上はたんなる雇われ人にすぎない平社員にまで及んでいるのです。場合によってはブ
ルー・カラーにまで及んでいるのです。経営陣が，会社の頭や目や口であったならば，サラリー
マンはその胴体や手足であるというわけです。『サラリーマン経営者』という言葉は，経営者
の多くは会社のサラリーマンから出世した人間である・という意味ですが，それは同時に，日本
の会社においては，平社員から社長まで，だれまでがサラリーマンで，だれからが経営者であ
るかをはっきりと分ける境界線がないということを意味しているのです。じじつ，過労死は，
日本の場合，たんに工場労働者や平社員だけでなく，中間管理職や経営者にもおこる現象であ
ることが知られています。」133＞前段の経営陣の多くが，それとてあくまでも決してすべてでは
ない，その多くが内部昇進者によっている企業の多いこと，それは否定しない。だが，そうし
た現象は，こと決して日本に限ったことでなく，業績が順調に推移しているエクセレント・カ
ンパニーと呼ばれているようなビッグ・ビジネスには多くみられる現象でもある。ここで問い
たいのは後段の部分。境界線がないとまでいい切る見方に，敬意を払わなければと思うが，そ
れでは同等であるとすることをいくつかでも例証していただきたい，とやはりいいたい。
　しきりと会社がヒトであることを著者はこの書やもう一つの書でも強調されているのである
が，やはり自然人と法人との決定的ともいえる大きな差は，法人格を備えた株式会社はやはり
機関を通じて，その場で協議がなされ，議決を経て決定をみていくことであろう。社長はいわ
ば俗称，代表権をもつ取締役，代表取締役にたしかに株式会社は対外的にもその責任を示して
いるようにみえる。しかし，私は組織としてみれば，法人格を持って企業活動を行っている株
式会社の責任は取締役会であるとみる。最終的な責任もこの取締役会におかれるとみる。たし
かに代表取締役はその執行にあたっての責任者であるが，それはあくまでも代表取締役として
の職責の結びついてとみるべきであろう。
　上場している株式会社であっても，実質的にはその株式の所有構造においても本人および家
族　さらには株保有のためのダミー会社を通じて，支配権を行使するに足る保有株を確保し，
支配の安定をはかっているにちがいない。一例をあげれば，ほんの一寸したアイデアが生きて
インターネット上に市場を開設した楽天があげられる。創立1997年2月ゆえ，まだ10年とい
う株式会社である。3年余の2000年4月に上場。今やプロ野球の球団さえ持つ企業へと急成長
した典型といってよいのではないのか。資本金1073億円。総資産1兆4890億円。純資産1829
億円。発行済み資本金の使用総資本に占める比率は4．1％。自己資本比率は11．4％。売上高は
2005年12月，連結で1297億7500万円。営業利益348億8500万円。経常利益358億2600万円。
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2006年11月1日現在の発行株式総数は1301万1353株。その株主構成は
［6ヶ月前］
1）クリムゾングループ
2）三木谷浩史
3）三木谷晴子
4）マスダアンドパートナーズ
5）チェース（ロンドン）
6）本城慎之介
7）増田和悦
8）チェース（ロンドン）オムニバス
9）日本マスター信託口
10）ステート・ストリート
※自社株保有
（日経会社情報2007年①新春号，
　　株
2，257，350
2，218，502
1，458，750
534，910
262，572
233．890
221，600
175258
148，682
137，359
　1，060
日本経済新聞社，2007年。）
????????? ?? ?? ??? ? ??????
　ここでの（1）クリムゾングループは明らかにダミー会社と思われる。したがって，三木谷
夫妻とこの会社の保有分の比率だけでも45％以上を占めていることになる。とみてくれば，
上場はしているものの個人企業とほとんど変わりない。したがってこうした会社の場合は法人
擬制説で捉えるべきであろう。たしかに取締役会もおかれているが，こうした創業者型の場合，
果してしっかりと機能しているかどうかは，終始問われるとみる。機能していることこそ望ま
しいが，現実には難しいのではないのか。支配が未分離の状態であることを思えば合議体で
ある取締役会にというのは，私は明らかに無理があるとみる。現実には上場していてもこうし
た所有と経営とが未分離の，同族色の強い企業も多いことは事実である。だが，楽天の場合と
て，上場以来，その好業績であることも手伝って，すでに5回も株式分割を行い，証券市場を
利用してなおその拡大をはかっていることも明らかである。創業者利得だけでもどれだけ手に
入れたことか。そこで得た資金をも併せて球団の買収やTBSの株式の取得にふり向けられて
いるのではないのか。そうしたケースはソフトバンクの孫正義やファーストリテイリングの柳
井正についてもみることができるといってよい。株式の持つ投機性をも利用してビジネスに活
かしたケースといってよい。決してすべてがこうしたケースというわけではない。むしろ散っ
ていくケース，失敗の方が多いというべきであろう。
　上場しているにも拘わらず，しかも結果的にはその上場基準さえも正確に守らず，株式会社
としてその在り方が問われたのは西武鉄道であった。きっかけは東証一部上場会社に課せられ
ている株式の分布。とくに浮動株とかかわって大株主上位10位プラス取締役の持分比率の合
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計が80％以下であることに対して，不実記載が明らかになったこと，わかりやすくいえば
その比率がオーバーしていたことであり，しかもそれが明らかになって調べた結果長年に渡っ
て放置されていたこと。だが，こうしたあいまいな届出は結果的にはこの件を契機に調べてみ
たら450社以上にもそれが行われていたこと。加えて，西武の場合でいえばそれに至るまで
の7年余取締役会が開催されていなかったことも判明したのであった。株式会社の形態をとっ
ていても，その企業如何によっては，個人企業と何ら変わりないようなことが行われていた，
行われている，そうした状態は法人擬制説において捉えるべきと思われる企業にむしろ多いと
みるべきであろう。だが，そうした企業にあってもしっかりとした道義性をもった人がその経
営者の席について経営している場合，それは企業活動にも反映されること，そのことを決して
否定するつもりはない。
　岩井克人はバーリ＝ミーンズの実証分析に関連して次のように捉える。「バーリとミーンズ
以来の伝統的なコーポレート・ガバナンス論は『所有と経営の分離』に上場株式会社の最大の
弱点を見出しました。」1鋤という。ここでいう最大の弱点とは何か。いやそもそもバーリ＝ミー
ンズはこの研究で「弱点」をとりだしたのであったのだろうか。「その主要な関心は，株主の
利益に結びつかない経営者の自律的な行動をいかに規制するかに向けられていました。」135）と
岩井克人はいう。企業それ自体が自律的に行動することにこそその意義を認めたのではなかっ
たのか。変化をみたのではなかったのか。株主の手から離れた株式会社に新しい企業観をみた
のではなかったのか。岩井克人は例をあげながらこの点について言及する。「経営者は自分た
ちの金銭的報酬や社会的名声や政治的権力を高めるために成長志向的な投資をしすぎるとか，
経営者は，金融市場からの圧力から自由になるために無駄な資金を留保しすぎるとか，経営者
は，失敗を恐れて自分の得意な分野以外の事業に手を出さないとか，経営者は，中間管理職の
昇進を容易にするために組織を肥大化しすぎるとか，経営者は無慈悲であるという評判を恐れ
て労働者のクビ切りをためらうとか，」［168頁］と。確認してみたい。バーリ＝ミーンズはそ
うした例をあげていたのか，と。そしていう。「経営者のこのような裁量的な行動こそ，株式
会社という制度を非効率的なものにする最たる原因である」136）とまでいい切る。ここでの「裁
量的な行動」に何を捉えたか，捉えていたのかは必ずしも明らかではないが，むしろ所有から
離れた「経営」への移行，専念こそ，裁量的な行動が可能になる基盤が形成されたのが，法人
実在説ではないのか。そしてこの裁量的な行動を行う人こそ専門経営者であるといいたい。責
められるとすれば自立した専門経営者が自らに自浄作用を失ったことではないのか。それは
今日における企業統治論での大きなテーマでもあることと思う。私自身は，繰り返すが，企業
それ自体の中にしっかりとした浄化能力を持つ，自浄作用が働いていることを原点とみたい。
しかし，このところ多発する不祥事からも知るように，それとて万能ではないことが明らかに
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なったのではないのか。とすれば株式会社であることに大きなチャンスを与えている証券市
場こそが積極的にその役割を行使すべきである，とみたい。
4．結び
　ここでは現代企業；株式会社がその多くがすでに法人実在説，企業それ自体説　さらには社
会公器にさえもたとえられるその現実を視野に入れながら，法人擬制説との関連で法律の分野
でこれまでどのように問われていたか，一つには追いかけながら検討を加えた。決して多くを
みたわけではない。だが，ここからも株式会社について法人実在説に立って捉える見方が論拠
を持つことは明らかになったのではないか。
　もう一つは公刊されている書について検討を加えながら，学びつつもなお疑問は投げかけ
た。法人実在説，会社それ自体説，いいかえての社会公器説は今日の企業＝株式会社を論ずる
にあたって，主張することのできる立論である，とみる。その立場に立ってみたとき何が問わ
れなければならないかを問うたつもりである。
　「資本主義とは，利潤を永続的に追求していく経済活動のことです」［204頁］と岩井克人は
述べている。私もそうだと思う。その資本主義経済体制にもっとも適合した企業形態として発
展してきたのが株式会社でもあったと思う。勿論資本主義経済体制そのものの成熟し，高度
化してくるなかで，株式会社そのものとて変化が加えられ，今日みるような在り方を示すに
至っているのだと思う。当初の頃は株式会社は使用する資金のすべてを株主に求めていた。そ
れは明らかに所有者意識が株式会社に多く反映される。そうした所有者中心の株式会社であっ
て，わかりやすくいえば，株式会社が企業活動を行って手にした利益はそのほとんどを配当に
まわす，いやそれを当然のこととして出資者も求めていた。その具体的な例を20世紀初頭の
フォード社にみることができる。表を参照していただきたい。137）T型車が発売されて，注文
が殺到してくる1908年，09年，10年の頃は，ここからも知るように，毎月のように配当が出
ている。株主数12名でスタートした株式会社である。しかし，ヘンリー・フォードは株主に
名を連ねているとはいえ，金銭を出資したのではなく，物納の形をとっての暫咄資”であった。
すでに2度も倒産を経験していたヘンリー・フォードにとっては3度目の”正直である。株主
あっての株式会社であることを痛切に思い知ったにちがいない。だが，彼とても次第に考える
こととなる。たしかに，フォード社は株式会社として株主に出資していただいて設立できた。
企業活動が軌道に乗って，彼らに利益を還元している。だが，よく考えてみると彼らは何も働
いているわけではない。あれでは”不在地主’1と変わりないではないか。できたら，この利益
は朝から晩まで工場の中で働いている労働者に還元したほうが…。
　そうして1日5ドル，労働時間8時間に踏み切ることになる。1914年1月である。それは資
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本主義が体制の中にもっていた低賃金への挑戦長時間労働への挑戦の始まりでもあったので
はないのか。勿論，多くの労働者が結集していって改善の方途を多く求めていったことも間違
いない。
図表　配当額の推移（1903年～1915年まで）
1903年11月21日
1904年1月
1904年6月
1905年6月16日
1905年7月24日
1906年10月24日
1907年11月13日
1908年4月30日
1908年5月22日
1908年6月20日
1908年7月28日
1908年10月1日
1908年11月25日
1908年11月30日
1909年1月25日
1909年3月17日
1909年4月30日
1909年5月24日
1909年6月16日
1909年6月26日
1909年7月21日
1909年7月28日
1909年8月25日
1909年8月31日
1909年9月24日
1909年10月18日
1910年5月17日
1910年6月15日
1910年9月8日
1911年2月21日
1911年4月29日
　　10，000．00
　　20，000．OO
　　68，000．00
　　100，000．00
　　100，000．00
　　10，000．OO
　　100，000．00
　　100，000．00
　　100，000．00
　　100，000．00
　　100，000．00
　　100，000．00
　　100，000．00
　1，900，000．OO
（株式での配当）
　　100，000．00
　　100，000．00
　　100，000．00
　　100，000．OO
　　100，000．00
　　100，000．00
　　100，000．00
　　600，000．00
　　89，000．00
　　11，000．OO
　　100，000．00
　　300，000．00
　　700，000．00
　1，000，000．00
　　300，000．00
　　　5，000．00
　　800，000．00
1911年7月
1911年8月
1911年10月
1911年12月
1911年12月
1912年1月
1912年4月
1912年5月
1912年7月1日
1912年7月11日
1912年10月1日
1913年1月
1913年4月
1913年6月
1913年7月
1913年10月
1914年1月
1914年4月
1914年5月14日
1914年5月19日
1914年6月
1914年7月1日
1914年7月16日
1914年7月23日
1914年10月1日
1914年1月23日
1915年1月
1915年4月
1915年5月
1915年6月
1915年10月1日
1915年10月13日
　300，000．00
　600，000．00
　300，000．00
　800，000．00
　200，000．00
　300，000．00
　300，000．00
2，000，000．00
　300，000．00
2，000，000．00
　300，000．00
　300，000．00
　300，000．00
10，000，000．00
　300，000．00
　300，000．00
　300，000．00
　300，000．00
　600，000．00
1，400，000．00
20，000，000．00
　300，000，00
20，000，000．00
20，000，000。00
　300，000．00
3，000，000．00
　300，000．00
　300，000．00
1，000，000．00
　300，000．00
　300，000．00
5，000，000．00
　NPOではない，　PO（profit　organization）の中心となって資本を中心に企業活動をしている
のが，資本主義の下での株式会社ではないかといいたい。しかし，多くのビッグ・ビジネスに
あってはその動かしている資本の全体（使用総資本額）に比して，株主の出資に拠る資本金の
比率が相対的比率を極度に低くしていることこそ，株主の発言権を低くし，専門経営社層に委
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ねる部分を大きくして，法人実在説，企業それ自体説を中心に動く企業観が前面に出ている，
主流になってきているのではないのか。今日とて企業に株式会社の支配権は，依然として株主
によっていることは変りない。しかし，巨大企業にあっては，株主が自然人であればなおのこ
と法人あるいはファンドであっても，いやファンドはそれ自体でも動かすというべきか，単独
では支配権を動かすのが難しくなってきていることだけのことであろう。ソニーの資本金は
6252億円。これが652205名の株主から10株210万2千株で集めた金額である。しかし，使用
総資本額はその17倍強にあたる11兆1436億であって，その50Dl％以上，発行株式総数の5億
株強を握れば，ソニーの支配権は，その気になれば誰でも握れる。いや，そればかりではない。
ソニーのみならずその傘下の約1000社の子会社さえも掌握できるというべきであろう。上場
しているかぎり，いかに巨大なビッグ・ビジネスであっても株式の支配を通じて1，支配権”が
動くことには変りない。そうした株主の地位が相対的に後退し，株主に依存しない資金の比率
が相対的に巨大となり，専門経営者への依存度が増したがゆえに，法人実在説をなお主張する
根拠が生まれたとみるべきであろう。
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